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ご あ い さ つ
　平素は、のぞみ信用組合に格別のご愛顧、お引き立てを賜り、誠にありがとうございます。
　本年も、ディスクロージャー誌「のぞみ２０２０」を作成いたしましたので、ご高覧いただき当組合
に対するご理解をより一層深めていただければ幸いです。
　さて、令和元年度の日本経済は雇用・所得環境の改善が続く中、緩やかに回復しているとされ
ていましたが、当組合の主要取引先である中小企業・小規模事業者においては、消費税増税の
影響に加え、新型コロナウイルスの感染拡大による経済活動の停滞の影響を受けはじめるなど、
不透明感が増していると思われます。そのような環境下において、令和元年度は、第５次中期経
営計画の２年目として、当初目標を更に充実させることを目指し、「取引基盤」及び「コア業務」
の拡充に全力で取り組んでまいりました。
　本年度は、第５次中期経営計画の最終年度として、引続き「お客様に喜ばれる取引」を実践する
ことで信頼関係の構築を図り、「取引基盤」及び「コア業
務」の拡充に努めるとともに、「地域において真に必要と
される金融機関」を目指し、全力で取り組んでまいります。
また、来春には四条畷支店が新築移転しますので、これ
を機に更なる利便性の向上に努めてまいります。
　役職員一同、鋭意努力を重ねてまいりますので、今後
とも一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
　　令和２年７月

　　　　　　　 理 事 長

経　営　理　念

地域と人にやさしいコミュニティバンクとして
中小企業・個人事業者と生活者の繁栄を願い、

きめ細かな金融サービスを通じて、
みなさまの〈のぞみ〉実現のパートナーになります。

行　動　指　針

１．私たちは、お客様の信頼こそが組合存続の礎と考え、法と正しい倫理に基づき、
責任をもって行動します。

２．私たちは、お客様の立場に立って考え、その真のニーズに応えます。
３．私たちは、厳正なリスク管理の下に、健全経営を行います。
４．私たちは、お客様と地域とのコミュニケーションを重視し、情報開示を積極的に行います。
５．私たちは、お客様のお役に立てる金融サービスを提供するため、能力の向上に努めます。
６．私たちは、相互信頼のもとに活力に溢れた働き甲斐のある企業風土をつくります。
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令和元年度　事業の概況令和元年度　事業の概況令和元年度　事業の概況

　社会貢献型定期預金の販売促進により、預金積金残高は前期末比５億円増加(0.23％増)の2,282億円
となりました。

● 預金積金は、前期比５億円の増加

　「コア業務」への一層の集中、及び「お客様に喜ばれる取引」の実践を通じ、資金ニーズに対応した
融資の増強に注力したものの、貸出金残高は前期末比48億円減少(3.30％減)の1,431億円となりました。

● 貸出金は、前期比４８億円の減少

　貸出金の減少により、預貸率は前期末比2.30ポイント低下の62.71％となりました。
● 預貸率は、6２.７１％に低下
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●預貸率（末残）＝貸出金残高÷預金積金残高×１００
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　預積金利回り等の資金調達利回りが低下したこと、及び経費の削減により前期比16百万円増加
（1.77％増）の939百万円となりました。

●経常利益＝経常収益－経常費用
●当期純利益＝経常利益＋特別損益－法人税等
　　　　　　　　　　　　　－法人税等調整額

●金融再生法基準不良債権比率＝
開示債権額(不良債権額)÷総与信額×100

● コア業務純益は、前期比１６百万円の増加

　経常利益は596百万円減少の556百万
円、当期純利益は、435百万円減少の
459百万円となりました。

● 経常利益・当期純利益は、ともに減少

　資産の安全性を示す自己資本比率は、前期末比0.22ポイント上昇し、8.97％となり、国内基準である
4％を上回る水準を確保しております。

● 不良債権比率（金融再生法基準）は、０.２１ポイント上昇
　不良債権比率は、前期末比0.21ポイン
ト悪化の4.59％となりました。

経常利益

当期純利益

● 自己資本比率は、前期末比０.２２ポイント上昇
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第６８期　通常総代会の開催
　第68期通常総代会が、令和２年６月26日(金)午前10時より、新型コロナウイルス感染症対応を万全
に行った中、当組合本店において開催されました。
　当日は総代数119名のうち、出席12名(うち委任状による代理出席２名)及び書面による議決権行使
107名、合わせて119名により全議案が可決承認されました。

● 議　案
【報告事項】
　第68期(平成31年４月１日から令和２年３月31日まで)事業報告、貸借対照表及び損益計算書報告の件
【決議事項】
　第１号議案：第68期　剰余金処分案承認の件
　第２号議案：第69期（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）事業・収支計画案承認の件
　第３号議案：会計監査人選任の件
　第４号議案：組合員除名の件
　　　　　　　Ⅰ．所在不明の組合員除名について
　　　　　　　Ⅱ．債務不履行の組合員除名について
　第５号議案：役員選任の件
　　　　　　　Ⅰ．理事４名選任について
　　　　　　　Ⅱ．監事１名選任について
　第６号議案：退任役員に対する慰労金支給の件

総代会制度について
● 総代会の仕組み
　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融活動を通じて経済的地位の向上を図ることを
目的とした協同組合組織金融機関です。また、信用組合には、組合員の総意により組合の意思を決定する
機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権及び選挙権を持
ち、総会を通じて信用組合の経営等に参加することができます。
　しかし、当組合は、組合員が54,183名（令和２年３月末）と多く、総会の開催が困難なため、中小企業等協
同組合法及び定款の定めるところにより「総代会」を設置しています。
　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映されるよう、組合員の中から適
正な手続きにより選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保してい
ます。また、総代会は、組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、剰余
金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、組合の重要事項に関する審議、決議が行われます。
　総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合経営
に反映させる重要な役割を担っています。

● 総代の選出、任期、定数
　総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるよう、定款及び総代選挙規約
に基づき選出されます。選挙区は地域的に近い営業店のまとまりを基本として、３選挙区に区分しております。
　総代の定数は１００名以上１２０名以内で任期は３年です。

総　代　会

総　　代 のぞみ
信用組合

組　　　合　　　員

総代選挙

（最高意思決定機関）

立候補立候補

出席・討議出席・討議

選出・組合員の意見集約選出・組合員の意見集約

出資、各種お取引出資、各種お取引

経営の意思決定経営の意思決定



６NOZOMI SHINKUMI BANK

総代選挙について
● 総代選挙までの手続

● 総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名・構成比

（注）氏名の後に就任回数（任期３年）を記載しております（敬称略、順不同）。なお、就任回数が10 回以上の場合は、〔＊〕で表示しております。

令和2年6月30日現在

上田八木短資株式会社 〔８〕
河村株式会社 〔９〕

梅津　好文 〔５〕 川上　博 〔７〕

中外産業株式会社 〔９〕
木村　恒久 〔７〕

日光パッキン株式会社 〔＊〕
木村　重治 〔３〕

中尾印刷株式会社 〔８〕
株式会社櫻製作所 〔＊〕

株式会社ヒガシトゥエンティワン〔＊〕
平田　貴子 〔１〕

吉本　治正 〔８〕
日本タルク株式会社 〔８〕

大阪北合同運送株式会社 〔５〕
岡村印刷工業株式会社 〔９〕

株式会社久寿野木ビルディング 〔＊〕
黒田　清行 〔４〕

中村　太 〔２〕
内山　順吉 〔１〕

小川　和子 〔７〕
上西　宏侑 〔７〕 吉村　礼子 〔７〕

カワセコンピュータサプライ株式会社〔＊〕
株式会社ニューモアカラー 〔３〕

帰山　福博 〔７〕

齋藤　昇 〔６〕

株式会社合通 〔＊〕
昌栄機工株式会社 〔６〕

花田　利彦 〔２〕

酒木　博 〔４〕

株式会社星和ビジネスリンク 〔７〕
株式会社アエックス 〔３〕

富士電装株式会社 〔＊〕

大西　啓太郎 〔１〕

星光ビル管理株式会社 〔＊〕
株式会社ツタハラ 〔３〕

佐々木　淳 〔２〕
岡田　勝身 〔７〕

川本　公夫 〔７〕

株式会社セイカ 〔９〕
株式会社たかぎ商店 〔３〕

城阪　勝喜 〔２〕
山本　将義 〔４〕

奥谷　森一 〔７〕
株式会社賃住 〔６〕

原口　茂 〔３〕
西谷商事株式会社 〔＊〕

萬里商事株式会社 〔＊〕

エイワ株式会社 〔６〕

辻　憲治 〔２〕

難波　利正 〔２〕
豊島　公敬 〔３〕

竹内　和良 〔３〕

小路　喜代一 〔８〕 松清　俊春 〔７〕 坂本　一彦 〔６〕 米田　弘樹 〔３〕
株式会社ザ鈴木 〔７〕 樋上　幸夫 〔７〕 大久保　彰 〔３〕 大本　博一 〔３〕
吉岡　桂三 〔６〕 山内　久生　　 〔＊〕 岡本　好明 〔３〕 中井　正弘 〔３〕
龍建設工業株式会社 〔４〕 内藤　一 〔４〕 松本　信冶 〔７〕 池田　實 〔９〕
丸山　和豊 〔３〕 吉村　省三 〔４〕 岸野　峯夫 〔７〕 藤本　和俊 〔７〕
近藤　浪子 〔３〕 大野　賢二 〔２〕 松本　和美 〔７〕 川村　悟司 〔３〕
大昭建設株式会社 〔９〕 〔３〕 吉田　三彦　    〔７〕 北井　秀樹 〔１〕
近藤　利三郎 〔９〕 橘内　久雄 〔６〕 緒賀　智子 〔７〕
川上　興二 〔２〕 小林　和美 〔６〕 牧野　嘉伸 〔４〕

塚口　純行 〔＊〕 木田  潔 〔＊〕

屋島　輝満

北川　忠嗣 〔６〕
後藤　紋子 〔８〕

森川　𣳾秀 〔７〕

谷浦　敏夫 〔６〕
森井　慎治 〔３〕

村上　實 〔７〕
松下　導治 〔７〕

宮井　光敏 〔６〕
西川　洋史 〔３〕

盛尾　清和 〔４〕
中島　治三郎 〔７〕

西尾　晴夫 〔５〕
〔７〕

森　太一 〔４〕
谷口　尚眞 〔３〕

今村　雄二 〔４〕 寺田　隆幸
〔３〕

中野　敏彦 〔１〕
山浦　冨美代 〔１〕

井之上　浩 〔２〕
藤井　庸二 〔１〕

西野　克美
〔３〕

株式会社井野屋 〔５〕
吉田　昌広 〔７〕

藤井　利秋 〔１〕
南條　保彦

〔１〕
加茂　正徳 〔７〕

澤　正行 〔２〕
音野　裕司 〔１〕

第１区　　大阪市　（総代定数：54名、総代数：54名）

第２区　　守口市、吹田市、枚方市、豊中市、大東市　（総代定数：34名、総代数：34名）

第３区　　八尾市、東大阪市、堺市　（総代定数：32名、総代数：31名）

名氏代総

株式会社大

年齢別構成比

７０代
38.6％

４０代　1.1％

８０代以上
　20.5％

６０代
20.5％

５０代
19.3％

職業別構成比

法人
26.1％

個人事業主
22.7％

法人役員
44.5％

無職
6.7％

当選者の公告

総代候補者の公告

候補者の数が定数以内の選挙区

投　票

候補者の数が定数を超える選挙区

当　選
無投票当選

公 告 ●選挙区別の総代定数 ●選挙人名簿の縦覧開始
●選挙期日 投票時間 ●投票場所

候補者の届出　　●立候補
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お客様アンケート調査について
 当組合では、地域に密着し利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立を目指す取り組みの一環として平成17年度
より『お客様アンケート調査』を実施しております。
　令和元年度も15回目となるアンケート調査を実施させて頂きましたところ、お取引先の皆様から多大のご協力と多く
の貴重なご意見を頂き、誠にありがとうございました。皆様から頂戴したご意見を参考に、以下のとおり業務改善に取
り組んでまいります。

令和元年度の業務改善の実績（第１４回アンケート調査を踏まえた取り組み）

令和２年度の業務改善取り組み方針（第１５回アンケート調査を踏まえた改善策）

●スマホ決済サービス「BankPay」の提供に努めてまいります。

●ご来店されたお客様へ快適に過ごしていただけるよう、また緊急時の対応等、店内の設備の充実（非常用電源
の設置等）に努めてまいります。

●認定経営革新等支援機関としての中小企業向け補助金申請支援や様々な経営課題（コロナウイルス感染症対策
や事業承継等）における支援等、情報提供に努めてまいります。

●営業店主導のイベントの実施や地元商店街等とのタイアップを通じた地域交流や、「盲導犬育成事業」をはじめ
とした社会貢献活動に取り組んでまいります。

●ご来店されたお客様に対し、元気な挨拶・明るい笑顔での応対を心掛け、スピーディーな対応で待ち時間短縮
等に努めてまいります。

●お客様に何でも相談いただけるよう信頼関係を深めるとともに、お客様のニーズにあった情報提供に努めてまい
ります。

地 域 の 皆 様 に
安 心 し 、よ り
親しみを感じて
頂 く た め に

具　体　的　改　善　策

お 客 様 の
利 便 性 向 上 ・
サ ー ビ ス の
充 実 に 向 け て

改 善 項 目

●インターネットバンキング利用者を対象に安全性
向上・利便性向上（口座管理アプリの提供）に努
めてまいります。 

●ご来店されたお客様へ快適に過ごしていただけるよう
店内の設備の充実に努めてまいります。

●認定経営革新等支援機関としての中小企業向け補助
金申請支援や経営課題における支援等、情報提供に
努めてまいります。

●営業店主導のイベントの実施や地元商店街等とのタ
イアップを通じた地域交流や、「盲導犬育成事業」を
はじめとした社会貢献活動に取り組んでまいります。

●ご来店されたお客様に対し、元気な挨拶・明るい笑
顔での応対を心掛け、スピーディーな対応で待ち時
間短縮等に努めてまいります。

●お客様に安心してご利用頂けるよう、特殊詐欺防止
に向けた取り組みを強化してまいります。

●お客様との信頼関係を深め、お客様の立場に立ち、
ニーズにあった情報提供に取り組んでまいります。

地 域 の 皆 様 に
安 心 し 、よ り
親しみを感じて
頂 く た め に

口座管理アプリ「しんくみアプリwithCRECO」の提
供を開始しました（令和2年3月）。また、当組合ホー
ムページの安全性を確保するため、セキュリティ強化
を行いました（https化）。 

枚方支店の店舗改装工事及び矢田支店のLED切り替え
工事等を実施しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ものづくり補助金の申請支援を２０件行いました（３件採
択）。また、事業承継では5先で「事業承継ネットワーク」
よりコーディネーターを派遣してもらい相談を実施しま
した。
一方、当組合独自のビジネスマッチング支援である「の
ぞみマッチングボード」では115件登録したうち、13件で
マッチングができました。

全店でイベントを実施しました。枚方支店では盲導犬育
成事業のイベントを開催し、近隣の保育園の園児に参加
いただきました。

ご来店いただいたお客様には元気な挨拶・明るい笑顔
での応対を心掛け、スピーディーな対応に努めました。

お客様に丁寧な声掛けを実施すること等により、特殊
詐欺防止に努めました。

お客様に喜んでいただけるような情報提供に努めま
した。

具 体 的 改 善 策

お 客 様 の
利 便 性 向 上 ・
サ ー ビ ス の
充 実 に 向 け て

改 善 項 目 実施内容・時期
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● 調査実施期間

● 調査対象

● 調査方法
● 調査先数
● ご回答総数

第１５回お客様アンケート調査の実施要領
令和２年１月14日(火)～令和２年１月27日(月)
・融資又は預金のお取引先（店頭来店先・営業担当者訪問先）
・１店舗あたり25～80先（店舗毎のお取引先数割）
店頭又は訪問により依頼、郵送により回収、無記名
総先数700先
631先（回収率90.1％）

Ｑ1：当組合に対する総合的な満足度についてお聞かせ下さい。 Ｑ2：お取引店舗の印象についてお聞かせ下さい。

大変良い　38.2％
良い　41.1％

その他　1.3％
悪い　0.3％

やや悪い　0.5％
ふつう　18.5％

ほぼ満足　51.6％

不満足　0.2％

やや不満　2.7％

満足　45.5％

Ｑ9：営業担当者の訪問日時の約束についてお聞かせ下さい。
その他　1.0％

あまり守られていない
　0.2％

ほぼ守られている
23.4％ きちんと守られて

いる
75.4％

Ｑ8：営業担当者の接客マナーについてお聞かせ下さい。Ｑ7：窓口での待ち時間についてお聞かせ下さい。

やや長い　9.8％

その他　4.8％

わからない　25.9％
ほぼ適正である
59.6％

Ｑ6：窓口職員の電話対応についてお聞かせ下さい。

良い　39.1％

大変良い　39.3％
ふつう　18.5％

その他　2.4％
悪い　0.2％

やや悪い　0.4％

Ｑ5：窓口職員の説明の分かりやすさについてお聞かせ下さい。

ほぼ満足　31.5％

ふつう　27.2％

その他　3.5％

満足　37.2％

やや不満　0.7％

Ｑ4：窓口職員の接客マナーについてお聞かせ下さい。

良い　40.3％

その他　3.0％

大変良い　39.9％

やや悪い　0.4％
ふつう　16.4％

Ｑ3：｢元気な挨拶･明るい笑顔｣で接客についてお聞かせ下さい。

一部できていない
10.0％

その他　1.5％

できている
88.3％

まったくできていない
0.2％

良い　33.9％

やや悪い　0.3％

大変良い　57.4％

ふつう　8.3％

Ｑ10：営業担当者の説明の分かりやすさについてお聞かせ下さい。

ほぼ満足　31.5％
満足　54.8％

ふつう　13.3％

その他　0.2％

やや不満　0.2％
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A T M
稼 働 時 間
帯 の 延 長

ス マ ート
フォンで利
用 で き る
「口座管理
アプリ」の
取り組 み

相 続 相 談
窓口・相続
関 連 商 品
の 充 実

ビジネスマ
ッチング等
の 実 施

平日（月～
金）の窓口
営 業 時 間
の 延 長

旅行・観劇・
ゴルフ等の
お客様との
交流会・親
睦会の実施

事 業 継 承
へ の
アドバイス

各 種 講 演
会 ・ セ ミ
ナ ー 等 の
充 実

経 営 相 談
窓 口 等 の
開 設

ものづくり
補 助 金 申
請 支 援 等
へ の
取り組 み

そ の 他

Ｑ12－②：提案・アドバイスはお役に立ったかお聞かせ下さい。

ある程度は役に
　立った　45.1％

わからない　5.6％

あまり役に
立たなかった　1.3％

非常に役に立った
48.0％

Ｑ12－①：提案･アドバイスの有無についてお聞かせ下さい。

なし　45.0％ あり　55.0％

Ｑ13：当組合に対するご要望についてお聞かせ下さい。

Ｑ11：営業担当者の印象についてお聞かせ下さい。

職　　業

会社・団体役員
30.1％

会社員・公務員
12.1％

主婦・学生
11.9％

無職　11.7％
その他　1.2％

パート・アルバイト
4.6％

年齢構成性　　別

男性
55.9％

女性
44.1％ 40歳代

21.1％

30歳代
7.2％

20歳代
0.3％

50歳代
21.2%

70歳以上
30.9％

60歳代
19.2％

お客様目線で対応
してくれる
46.5％

良く提案してくれる
19.9％

対応が早い　24.2％

その他　0.9％

お願いセールスが　
多い　1.5％

提案が少ない　2.2％

担当者の交代が多い
　4.8％

事業者・商店主
28.5％

16.0%

14.0%

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%

15.0%15.0%

12.5%12.5% 12.0%12.0%
10.9%10.9%

9.0%9.0% 9.0%9.0% 8.4%8.4% 8.4%8.4%

5.9%5.9%
5.1%5.1%

3.6%3.6%

近 く て
便 利

相 談 姿 勢
(親切・丁寧
な応対等)

利 率
（ 金 利 ）

対 応
ス ピ ード

窓 口 の 雰
囲 気 や 営
業 担 当 者
の 人 柄

提 案
（定期的な
情報提供）

そ の 他

Ｑ14：金融機関の選択についてお聞かせ下さい。

30.0%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

27.2%27.2%

17.6%17.6% 17.2%17.2% 16.4%16.4%
13.8%13.8%

7.0%7.0%

0.8%0.8%

●お客様の属性

お客様アンケート調査について
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地域・社会貢献活動
盲導犬育成事業を応援
　当組合では、盲導犬育成事業を応援する目的で、「盲導犬育
成事業応援定期預金・定期積金」を夫々発売し、お預けいただ
いた預金残高に対し、社会福祉法人日本ライトハウスへ寄付を
行っております。　

※平成２２年度～令和元年度に合計３００万円
　の寄付と盲導犬訓練車を贈呈させていた
　だきました。

安心してお取引いただけるための取り組み
● 認知症サポート態勢
　当組合では、２２０名の役職員が「認知症サポーター養成講座」を受講しており、認知症の方に対す
るサポート態勢の充実を図っております。

● 障がい者サポート態勢
　全店にコミュニケーションボードを設置し、障がいをお持ちの方へのサポート態勢の充実を図っております。

● 後見制度ご利用の方の利便性向上
　当組合では、ご本人の財産の適切な管理・利用のための後見制度支援預金を取扱いしております。

※後見制度支援預金とは、後見制度を利用されるご本人の財産のうち、日常的な支払いに必要な金
銭と別に、通常使用しない金銭を特別な預金として預託するものです。

　後見制度支援預金をご利用される場合、預金の払戻しや解約、入出金を行う際、予め家庭裁判所
が発行する「指示書」が必要となりますので、ご本人の財産を安全・確実に管理することができます。

● 特殊詐欺未然防止
　当組合では、ATMをご利用されるお客様への声掛けや、ご出金・お振込の手続きをされるお客様
への内容確認を徹底するなど、振り込め詐欺等の未然防止に努めています。

● 高齢者サポート態勢
　堺市では、高齢者の方が安心して暮らせるまちづくりを目指し、「堺市高齢者見守りネットワーク」事
業を展開されております。令和２年２月には萩原天神支店のイベントに堺市の職員の方もご参加いただき、
来店された高齢者のお客様へ声掛けを行っていただきました。

〔 令和２年７月　感謝状受領：本店 〕

登録機関のサポート一例
「さかい見守りメール」

令和２年２月
見守りネットワーク：萩原天神支店

の仕組み

警　察

協力者

家族等

協力依頼メール配信

連携

行方不明に
なったことの届出

発見の報告

発見の報告

徘徊発生
① ②

③

⑤

警察へ届出後、
さかい見守りメール
配信の申し出

情報提供・発見・通報④

さかい見守りメール 受付
（委託事業者）

堺市高齢者徘徊SOSネットワーク事業
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地域密着型金融の取り組み
中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取り組みの状況について
● 中小企業の経営支援に関する取り組み方針
　地域社会・地域経済の発展に貢献することを目的にコンサルティング機能の発揮に努めてまいります。

● 態勢整備の状況について
　経営革新等支援機関の認定を受け、審査部内に支援担当を設け各営業店と連携を図っております。

● 取り組み状況
　創業・新事業開拓への支援

　中小企業者及び小規模事業者等を連携して支援することを目的に株式会社日本政策金融公庫と
業務提携しております。
　連携融資及び創業者向け事業資金「希望（のぞみ）」を活用し、創業・新事業を支援しております。

  令和元年度実績

　成長段階における支援
・当組合では、各営業店のお客様の様々なご相談や情報提供等のご要望について、全店の情報網を
活かし幅広くスピーディーなご提案に努めております。

・でんさいネットの利用促進に努め、「でんさい割引」を行うなど、動産担保融資の推進に努めました。

　　　　　　　　  　令和元年度　 でんさいネット利用件先数：　　84先　　　　　　　　　　　　　　　「で ん さ い 割 引 」 実 績：　　13先、593百万円

　　　※でんさいネットとは、一般社団法人全国銀行協会が設立した電子記録機関である「株式会社
　　　　全銀電子債権ネットワーク」の通称で、手形・振込に代わる新しい資金決済サービスです。

・当組合がコーディネーターとして、リンカーズ株式会社が提供するものづくり系マッチングサー
ビス「Ｌｉｎｋｅｒｓ」を活用し、当組合のお取引先の販路拡大や新事業進出を支援しております。

　　　　　　　　  　平成29年度～令和元年度　　 当組合登録先数  　　：　 382先

連携融資
希望(のぞみ)

28件
　4件

289百万円
21百万円

①ご相談や情報提
供のご要望

③全店の情報を集
約してご提供

お取引店舗 その他の店舗
（15カ店）②店舗間の

情報交換

お
客
様
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　地域の面的再生を促進する観点から、中小企業の経営改善や再生を促す環境を整備する目的に大阪
信用保証協会が事務局となり「大阪府中小企業支援ネットワーク」を構築しています。
　当組合も地域金融機関として同ネットワークに参加し、地域の事業者の方に対する経営改善支援等、
お役に立てるよう情報の収集に努めてまいります。

大阪府中小企業支援ネットワーク

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合(％)
保証契約を解除した件数
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立
件数（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

令和元年度
1,386件
27.4％
　 3件　

　0件

平成30年度
1,371件
23.0％
  14件　

　0件

　経営改善・事業再生・業種転換等の支援
・中小企業庁の認定経営革新等支援機関として、地域の事業者の方が抱える問題や課題に対して、 
迅速かつ真摯にお応えし、「事業承継」や「ものづくり補助金」等の情報提供や申請支援を積
極的に行っております。
・人材不足の解消や採用時間の削減等の課題解決の一助として、法人のお取引先に対して「ミイ
ダス」をご紹介させていただいております。「ミイダス」とはミイダス株式会社が提供する人
材マッチングサービスです。
・助成金の提案から受給までをサポートする経営支援サービスとして、法人・個人事業者のお取
引先に対して「Ｊマッチ」をご紹介させていただいております。「Ｊマッチ」とは株式会社ラ
イトアップが提供する経営支援サービスです。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について
　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客様からお借入
や保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。
　経営者保証の必要性については、お客様との丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等を把握
し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めています。また、どのよう
な改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っています。
● 「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況

しんくみアプリ with CRECOの取扱い開始について
　令和２年３月よりスマートフォンで残高入出金明細等が照会できる口座管理アプリ「しんくみアプリ
with CRECO」の取扱いを開始しました。

　※「新規に無保証で融資した件数」には、割引手形の実行件数を含んでおります。

大阪府中小企業支援ネットワーク

③お取引先の採用ニーズを満たす
最適なソリューションを精査

④最適な採用手法のご提案
お取引先のご紹介

①自社が抱える採用
課題のご相談

②お取引先のご紹介

事業者（お取引先）
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第5次中期経営計画について 〈平成３０年4月～令和3年3月〉
　「地域と人にやさしいコミュニティバンク」を標榜する"のぞみ"は、第５次中期経営計画の確実な実践を
通じて、地域との絆をより一層深め、共に未来に向って歩み続けます。

　目指す方向

　基本戦略

　 1.コア業務（預貸金業務）への経営の集中を一層推し進めます
　 2.｢お客様に喜ばれる取引｣の実践を通じ、取引基盤の充実に取り組みます

　重点取組目標標

地域において真に必要とされる金融機関を目指し、お客様とともに成長します地域において真に必要とされる金融機関を目指し、お客様とともに成長します

○事業性評価、目利き能力向上に繋がる研修の充実
○店舗運営、本部組織の見直しによる経営の効率化
○５年先、10年先を見据えた教育体系の整備
○働き方改革と評価制度の見直し

③ 具体的取組項目

○ライフステージに対応した経営支援の取り組み
○スピード対応、目利き能力の発揮による適時・適切な金融サービスの提供
○金融環境の変化に対応した顧客サービス対応

① 具体的取組項目

○取引基盤充実への活動
○営業力の強化による生産性の向上

② 具体的取組項目

②お客様との信頼関
係を深め、強い絆で
結ばれる営業活動
態勢の構築

①多様化するお客
様のニーズに応
える経営の実践

③経営基盤の拡充に
向けた組織力・人材
力の強化
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経営管理について
苦情処理措置及び紛争解決措置について
● 苦情処理措置
　　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問合せは、お取引のある営業店または下記の窓口をご利
　用ください。

 　・窓　　口：のぞみ信用組合総務部（お客様サービス部長）　０６－６９４４－２１０８
 　・受　付　日：月～金曜日（祝日及び当組合の休業日を除きます）
 　・受付時間：午前９時～午後５時
 　　なお、苦情等対応手続については、当組合ホームページをご覧ください。
 　　ホームページアドレス：https://www.nozomi.shinkumi.jp

 ※保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。　
 一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所　　　　　（電話：０３－３２８６－２６４８）
 一般社団法人日本損害保険協会　そんぽADRセンター（電話：０５７０－０２２－８０８）

● 紛争解決措置
 公益社団法人民間総合調停センター　　　　　　　　　（電話：０６－６３６４－７６４４）
 東京弁護士会紛争解決センター　　　　　　　　　　　（電話：０３－３５８１－００３１）
 第一東京弁護士会仲裁センター　　　　　　　　　　　（電話：０３－３５９５－８５８８）
 第二東京弁護士会仲裁センター　　　　　　　　　　　（電話：０３－３５８１－２２４９）
　上記の仲裁センター等において紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客様は、上
記窓口または、大阪地区しんくみ苦情等相談所、しんくみ相談所にお申し出ください。又、お客様から各弁
護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁セ
ンターは、東京以外の各地のお客様もご利用いただけます。
　仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセ
スに便利な地域で手続を進める方法もあります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレ
　　　　　　ビ会議システム等により、共同して解決に当る。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容
　は仲裁センター等にご照会ください。

一般社団法人 大阪府信用組合協会
大阪地区しんくみ苦情等相談所

●受　付　日：月～金曜日
　　　　　　(祝日及び信用組合の休業日を除く)
●受付時間：午前９時～午後５時
●電　　話：０６－６９４１－１４４１
●住　　所：〒540-0026
　　　　　　大阪市中央区内本町２－３－９

一般社団法人 全国信用組合中央協会
しんくみ相談所

●受　付　日：月～金曜日
　　　　　　(祝日及び信用組合の休業日を除く)
●受付時間：午前９時～午後５時
●電　　話：０３－３５６７－２４５６
●住　　所：〒104-0031
　　　　　　東京都中央区京橋１－９－５
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経営管理について
コンプライアンス態勢
　コンプライアンスとは、企業が活動を行う上で法令や各種社会ルールを遵守することですが、当組合では、
金融機関としての高い社会的使命に鑑み、より高い企業倫理の確立や法令・ルールの厳正な遵守に努めており
ます。
　理事会は、コンプライアンスの遵守を目的に、コンプライアンスマニュアル及びコンプライアンスプログラム
を制定し、役職員全員がこれに沿った業務運営を行うとともに、本部・営業店は定例的にコンプライアンス研
修を実施し、コンプライアンス意識の向上に取り組んでおります。
　また、理事会の下にコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの実践状況の検証、対応策の検討
を行う態勢としています。
　苦情・相談処理体制については、総務部に「お客様サービス部長」を専担者として配置し、情報の集約と対
応の一元化を図ると共に、その状況について逐次コンプライアンス委員会に連携し、迅速かつ的確に対応する
態勢をとっております。

反社会的勢力に関する基本方針
　私どものぞみ信用組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢
力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、これを遵守します。

１. 組織としての対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として
対応し、迅速な問題解決に努めます。　

２. 外部専門機関との連携
当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁
護士などの外部専門機関と緊密な連帯関係を構築します。 

３. 取引を含めた関係の遮断
当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプライアンスを徹底するため、組
織全体として反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対し断固として拒絶します。 

４. 有事における民事と刑事の法的対応
当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対処措置を講じる等、
断固たる態度で対応します。　

５. 資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠蔽するための資金提供、不適切・
異例な取引及び便宜供与は行いません。
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リスク管理体制
　当組合では、理事会で経営方針、事業方針及びリスク管理方針（リスク管理規程）を定めるとともに、
リスクの状況を的確かつ一元的に把握・管理できるようリスク管理委員会を置き、理事会に報告する体制を
とっております。又、各リスクについては所管部署を定め、日々リスクの状況を把握・管理し、常時リスク管
理委員会へ連携する体制としております。

　当組合では、貸出債権の健全性維持・向上を図るため、審査管理体制の強化に努めるとともに、
大口融資案件は融資審議会に諮る体制をとっております。又、資産の自己査定結果等を考慮に入
れた貸出審査・管理体制の厳格化に努め、財務分析等の研修を通じて審査・管理能力の向上を
図っております。

信 用
リ ス ク

　金利や価格変動に伴うリスクに対処するため、安全かつ慎重な運用を行っております。
市 場
リ ス ク

有価証券・為替・金利等が変動し、資産価値が低下、損失を被るリスク

　資金の運用・調達の状況や資金調達余力は企画財務部において日次でモニタリングされ、経営
層へ報告する体制をとっております。又、万一の場合に備え情報収集に努めるとともに、緊急時
の資金を確保する手段など、事前準備には万全を期しております。

流 動 性
リ ス ク

資金流出で資金繰りが悪化するリスクや高金利で資金調達を余儀なくされるリスク

　事故の未然防止や事務レベルの向上のため、事務取扱要領に沿った事務の指導・研修を実施し、
事務能力の向上に努めております。又、発生したミス・事故については、データベース化し、原
因分析を行うことにより再発防止を図っております。このような状況については、定期的に経営
層に報告し、事務リスクの管理、軽減に取り組んでおります。
　又、監査部の年２回の臨店総合監査、フォロー監査、抜き打ちによる部分監査、毎月１回の自
店検査の実施を通じ、事務ミスの早期発見・事故の未然防止に努めております。

事 務
リ ス ク

正確な事務を怠るあるいは事故・不正・情報漏洩等を起こすことにより損失を被るリスク

　当組合では、基本的なオンラインシステムの運行を「信組情報サービス株式会社（ＳＫＣ）」
へ委託することによりリスク軽減を図るとともに、ＳＫＣシステムに沿った事務管理やデータ管
理の実施及び周辺情報機器等の整備・充実に努めております。又、当組合の情報資産保護に関す
る基本方針であるセキュリティポリシーにおいて個人情報の保護に対する対応を規定し、関連規
程等の整備・充実に努めております。
　万一の備えとしては、災害・システム障害等に備えたコンティンジェンシープランを整備し、
未然防止と併せて両面からシステムリスクの軽減を図っております。

システム
リ ス ク

コンピューターシステムのダウン・誤作動、不正使用等により損失を被るリスク

リスク管理体制図

監　事

外部監査人

監査部
本部各リスク所管部

本部各部・営業店

リスク管理委員会事務局(企画財務部)

取引先の倒産等により貸出金等が回収困難となり損失を被るリスク

理事会

理事長

リスク管理委員会



17 NOZOMI SHINKUMI BANK

顧客受入方針
　当組合は、マネー・ローンダリング等の不正な取引を未然に防止するため、お客様と取引を行う際に取引
時確認が必要となる取引及び同取引に係るお客様の属性情報の取得・管理については、各種の法令を遵守す
るとともに、当組合が作成する特定事業者作成書面の内容を踏まえ、以下の各事項について適切な対応を実
施します。具体的には、以下の取引の種類に応じて取引時確認を実施します。
　なお、お客様が取引時確認に応じない場合には、取引時確認にお客様が応じるまで当該取引を謝絶します。

１．預金口座の開設、200万円を超える大口現金の受払いをする取引、為替取引を伴う10万円を超
える現金の受払をする取引等（敷居値以下の取引であっても、１回当たりの取引の金額を減少さ
せるために一の取引を分割していることが一見して明らかなものは一の取引とみなす。）

２．特別の注意を要する取引（①疑わしいと認められる取引、②同種の取引の態様と著しく異なる態
様で行われる取引）

３．ハイリスク取引（①なりすましの疑いがある取引又は本人特定事項を偽っていた疑いがある顧客
との取引、②マネー・ローンダリング対策が不十分であると認められる特定国等に居住している
顧客との取引、③重要な公的地位にある者（外国PEPs）との取引）

注)1 上記１.～３.の取引において当組合が確認する事項及びその確認方法は、下表のとおりです。な
お、３.の取引についてはマネー・ローンダリングに利用されるおそれの高い取引であることを
踏まえ、「本人特定事項」及び「実質的支配者」については、通常よりも厳格な方法により確
認します。

注)2 上記取引において把握したお客様の属性情報は、当組合の個人情報保護規程に基づき適切に管
理します。

確認事項 通常の取引（上記１､２） ハイリスク取引（上記３）

本人特定事項
（個人）氏名・住居・生年月日

（法人）名称、本店又は主たる事務
　　　所の所在地

以下の本人確認書類
（個人）運転免許証、在留カード、
　　　旅券（パスポート）等顔写真
　　　のある官公庁発行書類など
（法人）登記事項証明書、印鑑登録
　　　証明書、官公庁発行書類で
　　　法人の名称及び本店又は
　　　主たる事務所の所在地の
　　　記載があるものなど

通常の取引に際して確認した書類
+

左記以外の本人確認書類

取引を行う目的 申　告 申　告

（個人）職業
（法人）事業の内容

（個人）申告
（法人）定款、登記事項証明書など

（個人）申告
（法人）定款、登記事項証明書など

実質的支配者
（議決権の保有その他の手段に
より当該法人を支配する自然人
（全ての法人に存在）） 

代表者等からの本人特定事項の
申告

株主名簿（資本多数決の原則を採
る法人の場合）、登記事項証明書
（資本多数決の原則を採る法人以
外の法人の場合）など

＋
代表者等からの本人特定事項の
申告

資産及び収入の状況
（ハイリスク取引で、２００万円を
超える財産の移転を伴う場合に
限る。）  

（個人）源泉徴収票、確定申告書、
　　　預金通帳など
（法人）貸借対照表、損益計算書
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　振り込め詐欺救済法は、振り込め詐欺等により資金が振り込まれた預金口座等について、金融機関が取引
停止等の措置をとり、預金名義人の預金等に係る債権消滅手続や被害回復金の支払い手続など、金融機関や
預金保険機構が行う手続きが規定されています。
　この法律に基づく具体的な手続き等について、振り込め詐欺等の犯罪被害資金を当組合の口座に振り込ん
だ方からのご相談を下記ダイヤルでお受けしております。 

　　　「振り込め詐欺救済法」お問い合わせ窓口
　　　　　担 当 部 署　　総務部（お客様サービス部長）
　　　　　電 話 番 号　　０６－６９４４－２１０８
　　　　　受 付 時 間　　月～金曜日　午前９時～午後５時（祝日及び当組合の休業日を除きます）

取引時確認のお願い

振り込め詐欺救済法への対応について

「犯罪収益移転防止法」及び「顧客受入方針」に基づき、お客様の本人確認を行うほか、取引を行う目的や
職業・事業内容等についても合わせて確認を行います。
　これらの確認は新規のお客様だけでなく既に取引いただいているお客様も対象となります。ご理解とご協
力をお願いいたします。

● 取引時確認が必要な取引

 　①口座開設、貸金庫、保護預かりの取引開始
 　②10万円を超える現金振込、持参人払式小切手による現金の受け取り
 　③200万円を超える現金、持参人払式小切手の受払い　　　　
 　④融資取引　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
 　　※これらの取引以外にも、お客様に確認させていただく場合があります。

● ハイリスク取引
　マネー・ローンダリングのリスクが高い取引を行う際には厳格な確認が必要となります。また、当該取
引が200万円を超える財産の移転を伴う場合には、資産及び収入の状況についても確認させていただきます。

● 取引時の確認事項及び確認書類
　Ｐ17の「顧客受入方針」に記載の確認事項及び確認書類を参照願います。
　尚、口座開設を行う場合は、「租税条約等の実施に伴う 所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関
する法律」（実特法）に基づき、居住地国（例えば日本）等の届出も合わせてお願いします。
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預金者保護法への対応について
　偽造・盗難キャッシュカードによりお客様が被害に遭われた場合、過失の程度により被害額を補償させて
いただきます。

　● 「預金者保護法」に基づく金融機関の補償割合

　● カード・通帳等の紛失・盗難受付窓口

　　　　※上記へご連絡いただくとともに、最寄りの警察にもお届け下さい。

　● ＡＴＭの 1日あたりの利用限度額について（令和２年６月３０日現在）

　● ATM振込の利用制限について
　ＡＴＭ振込を1年間利用されていない70歳以上の個人及び個人事業者のお客様に対しましては、１日あ
たりの振込上限額を1,000円とする制限を設けさせていただいております。

　● ＡＴＭ支払限度額制限について
　ＡＴＭ出金を1年間利用されていない70歳以上の個人及び個人事業者のお客様に対しましては、１日あ
たりの出金限度額を10万円とする制限を設けさせていただいております。

　● ＡＴＭでの暗証番号の変更機能について
　簡単なＡＴＭ画面の操作で、お客様が任意に暗証番号の変更ができる機能（手数料不要）があります。
　尚、生年月日(例：昭和25年2月25日→0225)、電話番号(下4桁)、同一番号(例：1111，2222)等の他人
に類推されやすい番号は使用しないで下さい。

項　目

無過失

過　失

重過失

補
償
割
合

カード偽造 カード盗難

原則、全額補償 原則、全額補償

原則、全額補償 原則、75％補償

原則、補償なし 原則、補償なし

連絡先

お取引店

しんくみＡＴＭセンター
電話：0120-003-814

曜日

平日

上記以外

受付時間帯

8：45～17：00

上記以外の時間帯

24時間

利用場所

①当組合ＡＴＭ

②提携金融機関のＡＴＭ・ＣＤ等

1日あたりの利用限度額（現金お引き出し）

ご 利 用 時 間

当 組 合 Ａ Ｔ Ｍ

全 国 信 組 ネットワ ー ク
府下信組キャッシュサービス
全国キャッシュサービス
郵貯オンラインサービス
イオン銀行ＡＴＭサービス
セブン銀行ＡＴＭサービス

平　日(月～金)

8:45～19:00

３６５日　8:00～21:00

３６５日 ２４時間営業（メンテナンス等により利用できない時間帯もあります）

土 曜 日

9:00～17:00

※上記ＡＴＭオンラインネットワークサービスについては、一部金融機関でお取扱内容が異なる場合もございます。
※一部のお取扱については手数料がかかる場合がございます。

日 曜 日 祝　　日

（令和２年６月30日現在）
ＡＴＭオンラインネットワークサービスについて
　● ご利用時間帯のお知らせ

９:00～17:00
※取扱店舗：枚方支店、萩原
　天神支店、矢田支店

９:00～17:00
※取扱店舗：枚方支店、萩原
　天神支店、矢田支店

･個人  50万円迄　①②を合算した利用限度額
･法人200万円迄　①当組合ATM
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適切な勧誘・募集について
金融商品に係る勧誘方針
　当組合は「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、
勧誘の適正な確保を図ることといたします。
１．当組合は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照 
　らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
２．金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当組合は、お客
　様に適正な判断をしていただくために、当該金融商品の重要事項について説明を行い、十分理解していた
　だくよう努めます。
３．当組合は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し不確実なことを断定的に申しあげたり、事実でな
　い情報を提供するなど、お客様の誤解を招くような勧誘は行いません。
４．当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客様の信頼の確保に努め、お客様にとって不都合な時
　間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
５．当組合は、役職員に対する社内研修を充実し、金融商品に関する知識の充実をはかるとともに、適切な
　勧誘が行われるよう、内部管理体制の強化に努めます。
６．金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお
　問い合わせください。

保険募集指針
　当組合は、以下の「保険募集指針」に基づき、適正な保険募集に努めてまいります。
○当組合は、保険業法をはじめとする関係法令等を遵守いたします。  
　万一、法令等に反する行為によりお客様に損害を与えてしまった場合には、募集代理店として販売責任を
　負います。
○当組合は、お客様に引受保険会社名をお知らせするとともに、保険契約を引受け、保険金等をお支払いす
　るのは保険会社であること、その他引受保険会社が破たんした場合等の保険契約に係るリスクについてお
　客様に適切な説明を行います。  
○当組合は、取扱い保険商品の中からお客様が適切に商品をお選びいただけるように情報を提供いたします。
○当組合が取扱う一部の商品につきましては、法令等により以下のとおりご加入いただけるお客様の範囲や
　保険金等に制限が課せられています。  
　（１）保険契約者・被保険者になる方が下記のいずれかに該当する場合は、当組合の組合員の方を除き、
　　　一部の保険商品をお取扱いできません。  
　　　　①当組合から事業性資金の融資を受けている法人・その代表者・個人事業主等の方（以下、総称し
　　　　　て「融資先法人等」といいます） 
　　　　②従業員が20名以下の「融資先法人等」の従業員・役員の方 
　（２）「上記（１）に該当する当組合の組合員の方」「従業員数が21名以上の融資先法人等の従業員・
　　　役員の方」を保険契約者とする一部の保険商品の契約につきましては、保険契約者一人あたりの通算
　　　保険金額その他の給付金合計額（以下、「保険金額等」といいます）を、次の金額以下に限定させて
　　　いただきます。  
　　　　①生存または死亡に関する保険金額等  ：1,000万円 
　　　　②疾病診断、要介護、入院、手術等に関する保険金額等 
 　　（a）診断等給付金（一時金形式） ：１保険事故につき100万円
 　　（b）診断等給付金（年金形式）　 ：月額換算５万円
 　　（c）疾病入院給付金　　　　　　 ：５千円【特定の疾病に限られる保険は１万円】※合計１万円
 　　（d）疾病手術等給付金　　　　　 ：１保険事故につき20万円【特定の疾病に限られる保険は 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  40万円】 ※合計40万円
○当組合は、ご契約いただいた保険契約の内容や各種手続方法に関するご照会、お客様からの苦情・ご相 
　談等の契約締結後の業務にも適切に対応いたします。
　なお、ご相談・照会・お手続き等の内容によりましては、引受保険会社所定のご連絡窓口へご案内、また
　は保険会社と連携してご対応させていただくこともございます。  
○当組合は、保険募集時の面談内容等を記録し、保険期間が終了するまで適切に管理いたします。また、お
　客様から寄せられた苦情・ご相談等の内容は記録し、適切に管理いたします。  

　　  保険契約に関する苦情、ご相談、その他各種お問合せは、取扱営業店または下記までお問い合わせ
　　  ください。
　　　　　担 当 部 署　　総務部（お客様サービス部長）
　　　　　電 話 番 号　　０６－６９４４－２１０８ 
　　　　　受 付 時 間　　月～金曜日　午前９時～午後５時（祝日及び当組合の休業日を除きます） 
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組織図
（令和２年６月30日現在）

総　代　会

理 事 会

理 事 長

専 務 理 事

常 務 理 事

理 事

監　事　会

会計監査人 融資審議会

コンプライアンス委員会
リスク管理委員会
マネー・ローンダリング対策委員会
自己査定、償却・引当委員会
勤務規正委員会
個人情報管理委員会
衛生委員会

企画財務部 総務部 事務部 審査部 管理部 監査部

本店営業部 支 店 1 5 店

（令和２年６月30日現在）

　理  事  長（代表理事）　　平　野　二三記
　専務理事　　　　　　　　村　井　慶　次
　常務理事　　　　　　　　塩　見　正　人
　常務理事　　　　　　　　上　阪　邦　夫
　常勤理事　　　　　　　　中　川　博　之
　常勤理事　　　　　　　　柿　林　秀　典
　常勤理事　　　　　　　　坂　本　勝　也
　理　　事　　　　　　　　森　村　照　私（公認会計士）

　常勤監事　　　　　　　　藪　野　文　男
　監　　事　　　　　　　　林　　　幸　二（弁  護  士）
　監　　事　　　　　　　　則　枝　征　克（税  理  士）

役員体制

（令和２年６月30日現在）

　水都有限責任監査法人

会計監査人の名称

業務部

注）当組合は、職員出身者以外の理事１名の経営参画によりガバナンスの向上や組合員の意見
の多面的な反映に努めています。　　
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主要な業務のご案内

≪事業者向け融資≫

（令和２年６月30日現在）
● 預金業務

● 融資業務

● 為替業務・でんさい業務・その他付随業務

総合口座
普　通　預　金
定　期　預　金
定　期　積　金
大 口 定 期 預 金
スーパー定期預金
期日指定定期預金

定 　 期 　 積 　 金
普 　 通 　 預 　 金
無 利 息 型 普 通 預 金
当 　 座 　 預 　 金
通 　 知 　 預 　 金
納 税 準 備 預 金

定期預金

・左記の預金が一冊の通帳にセット
・定期預金、定期積金の積立額を担保に、預入残高の90％以内、
　最高300万円迄ご融資
1,000万円からの自由金利型定期預金
1,000万円未満の自由金利型定期預金
１年据え置き後、最長３年まで（１年毎の複利計算・個人のみ）お預入可能な定期預金
目標額への積立を行うことができる預金
いつでも出し入れ自由な便利な預金
決済用預金の３条件（無利息・要求払い・決済サービスの提供）を満たす預金
商取引での小切手、約束手形に活用できる預金
まとまった資金を一時的(１週間以上)に預ける預金
税金の納付資金づくりの預金（利息は非課税扱い）

手 　 形 　 割 　 引
手 　 形 　 貸 　 付
証 　 書 　 貸 　 付
保 証 協 会 保 証 貸 付

代 　 理 　 貸 　 付

のぞみクイックローンⅠ※１
のぞみクイックローンⅡ※1
のぞみビジネスローン※2

創 業 応 援 ロ ー ン
※１、2については、当組合が提携する保証会社の保証が必要となります。

商業手形の割引
運転資金などの短期資金に活用
設備資金などの長期資金に活用 
大阪信用保証協会の保証付融資の取扱い
全国信用協同組合連合会、株式会社日本政策金融公庫、株式会社商工組合中央金
庫等の代理貸付業務の取扱い
法人及び個人事業者の方を対象とした無担保の事業融資商品
個人事業者の方を対象とした無担保の事業融資商品
個人事業者、年商１億円未満の法人代表者の方を対象とした無担保の事業融資商品
株式会社日本政策金融公庫協調型ローン 新たに事業をはじめられる方等を対象とした商品

送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております
ア．全国信用協同組合連合会、株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅金融支援機構、
　 独立行政法人中小企業基盤整備機構、株式会社商工組合中央金庫等の代理貸付業務
イ．独立行政法人勤労者退職金共済機構等の代理店業務
住宅ローン等の火災保険
電子記録債権を記録・流通させる新たな決済インフラです
インターネットバンキングなどを通じてご利用いただけます

内 国 為 替 業 務

代 　 理 　 業 　 務

保険商品の窓口販売業務

で ん さ い 業 務

両替業務債務の保証業務 保護預り及び貸金庫業務
地方公共団体の公金取扱業務 国債等の引受及び引受国債の募集取扱業務

≪個人向け融資≫

住まいるいちばんネクストＶ

チ ャ ン ピ オ ン

マ イ カ ー ロ ー ン
リ フ ォ ー ム ロ ー ン
教 育 ロ ー ン
フリーローン「チョイス」
フリーローン「セレクト」「まとメール」
カードローン「アラカルト」

住宅取得に関する資金（最高10,000万円）をご融資（提携保証会社保証付）
中古住宅の購入（他金融機関からのお借換えを含む）資金をご融資（最高2,000万円・
購入価格の100％以内）

車輌購入・運転免許証取得等に係る資金をご融資（10万円以上、1,000万円以内）
住宅リフォームに係る資金をご融資（10万円以上、1,000万円以内）
教育（入学時・在学時）に係る資金をご融資（10万円以上、1,000万円以内）
資金使途自由（事業資金を除く）のローン（10万円以上、1,000万円以内）
資金使途自由（事業資金を含む）のローン（10万円以上、500万円以内）
資金使途自由のカードローン（極度額30万円以上、800万円以内）

住宅ローン

提携保証会社保証付各種ローン
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　新たに事業をはじめられる方、
事業を始めて間もない方を対象
とした株式会社日本政策金融公
庫協調型ローンです。
　最大1,000万円迄ご利用いただ
けます。(公庫との合算で2,000万
円まで）
ご融資利率：3.0%
ご融資期間：7年以内

　個人事業者の方の資金ニーズ
を応援するビジネスローンです。
最大300万円迄ご利用いただけ
ます。
　なお、ご利用にあたっては、当組
合提携の保証会社の保証が必要
となります。
ご融資利率：5.5%、9.0%、12.0%
ご融資期間：5年以内

のぞみビジネスローン創業応援ローン〈希望〉
● 法人・個人事業者向け融資商品

● 個人向け融資商品

主要な商品のご案内

のぞみ

融資商品のご案内

　車輌購入・運転免許証取得等、マイカーに係る資金
をご利用いただけるローンです。最大1,000万円迄ご
利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：2.5%、2.8%､3.3%
ご融資期間：10年以内

マイカーローン

　リフォームに係る資金をご利用いただけるローンです。
最大１,０００万円迄ご利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：2.5%、2.8%､3.3%
ご融資期間：15年以内（100万円未満の場合は10 年以内）

リフォームローン

　教育 ( 入学時・在学時 ) に係る資金をご利用いただ
けるローンです。最大1,000万円迄ご利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：2.5%、2.8%､3.3%
ご融資期間：15年以内

教育ローン

　お使いみち自由のお手軽にご利用いただけるローン
です。最大 1,000 万円迄ご利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：3.0%、5.0%、7.0%、10.0%、14.0%　　
ご融資期間：10年以内

フリーローン「チョイス」

　お使いみち自由のお手軽にご利用いただけるローン
です。最大 500万円迄ご利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：5.5%、7.5%、9.5%、13.5%
ご融資期間：6ヵ月以上 10年以内

フリーローン「セレクト」

　お使いみち自由のお手軽にご利用いただけるローン
です。最大 500万円迄ご利用いただけます。
　なお、ご利用にあたっては、当組合提携の保証会社の
保証が必要となります。
ご融資利率：9.8%、11.8%、13.8%
ご融資期間：10年以内

フリーローン「まとメール」

自由使える
〈のぞみ〉フリーローン！！〈のぞみ〉フリーローン！！

スピーディに審査・個人限定の…
チョイス

事業資金も借入できる…
セレクト

複数の借入をまとめて一つに…
まとメール

お客様のニーズに応える
〈のぞみ〉目的ローン！！〈のぞみ〉目的ローン！！

車両のことなら…
マイカーローン
自宅の改装・修繕に…
リフォームローン
お子様の学費には…
教育ローン
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※満期時にはお利息に相当する給付補てん備金が加算されます。
　給付補てん備金には税金がかかります。

盲導犬育成事業応援定期積金盲導犬育成事業応援定期積金盲導犬育成事業応援定期積金

パピーウォーカー契約金額表
毎月の掛金契約

期間

2年

3年

30,000円

720,000円

1,080,000円

50,000円 100,000円

1,200,000円

1,800,000円

2,400,000円

3,600,000円

（24回掛け）

（36回掛け）

3万円・5万円・10万円の3種類 2年または3年の2種類
毎月の掛金 掛込み期間

3万円・5万円・10万円の3種類 2年または3年の2種類
毎月の掛金 掛込み期間

当該商品は、盲導犬育成事業を応援する定期預金で、年1回のぞみ信用組合が一定の金員又は当該金員
に相応するものを社会福祉法人日本ライトハウスの盲導犬育成事業に寄付させていただくものです。

窓口に募金箱を設置いたしておりますので、みなさまのあたたかいご協力をお待ちして
おります。また、社会福祉法人日本ライトハウスは国家公安委員会の指定を受け、職業・
生活訓練、点字・音声サービスなど、さまざまな視覚障がい者福祉サービスを行っています。

　お申込み時点で５８歳以
上６５歳未満で年金を未受
給の方がご利用いただける
定期預金です。
　お一人様当たりの預入限
度額は500万円です。
お預け利率：店頭表示金利

+0.20%
お預け期間：1年もの

　当組合で公的年金・厚生
年金基金等の受給口座を
お持ちの組合員の方を対象
としたお得な定期預金です。
　お一人様当たりの預入限
度額は1,000万円迄です。
　またATM手数料を月5回
まで返戻いたします。
お預け利率：0.45%
お預け期間：1年もの

　盲導犬育成事業を応援
する預金商品です。お客様
にお預けいただいた預金残
高に対し、当組合が一定の
金員又は当該金員に相当す
るものを社会福祉法人日本
ライトハウスへ寄付いたし
ます。
ご契約期間：2年、3年
掛　　　金：　3万円　
　　　　　　　5万円
　　　　　　10万円

　平成２９年4月1日よりサービスを提供した「のぞみ倶
楽部」専用の定期積金です。
　本商品をご契約頂いたお客様にはのぞみ倶楽部での
様々なサービスや特典を受けることができます。
ご契約期間：3年
掛　　　金：1万円以上

《のぞみ》ハピーウォーカー 《のぞみ》未来倶楽部

　盲導犬育成事業を応援する預金商品で組合員の方がご利用いただけます。お客様に
お預けいただいた預金残高に対し、当組合が一定の金員又は当該金員に相当するもの
を社会福祉法人日本ライトハウスへ寄付いたします。
お預け利率：0.125%、0.225%
お預け期間：1年もの、3年もの

《のぞみ》ハピーウォーカー
● 定期預金商品

● 定期積金商品

預金商品のご案内
（令和２年６月30日現在）

ねんきんバトン倶楽部 のぞみ年金定期「元気倶楽部」
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店舗等一覧
（令和２年６月30日現在）

（令和２年６月30日現在）
営業区域・店舗の状況

大阪市内

西淀川区

淀川区

東淀川区

旭区

鶴見区

此花区

北区

都
島
区

福島区

中央区

港区

西区 東成区

生野区

平野区

住吉区

大正区

浪速区

天
王
寺
区

東
住
吉
区

阿
倍
野
区

西成区

　城東支店

　矢田支店

　本店営業部

港支店

　粉浜支店
住之江区

城東区

能勢町

豊能町

箕面市 高槻市

島本町

池田市 枚方市茨木市

交野市

吹田市

豊中市 摂津市
寝屋川市

大阪市

守口市

門真市

四條畷市

東大阪市
大東市

八尾市
柏原市

松原市藤井寺市

堺市

羽曳野市

太子町
河南町富田林市

大阪狭山市

河内長野市
千早赤阪村

高石市
泉大津市
忠岡町

岸和田市
和泉市

貝塚市
熊取町田尻町

泉佐野市
泉南市

阪南市

岬町

京都府

兵庫県

奈良県

和歌山県

大阪府内

枚方支店
岡町支店 吹田支店

守口支店 四条畷支店
徳庵支店

枚岡支店
布施支店

堺陵南支店
萩原天神支店

八尾支店

本 店
本 店 営 業 部
港 支 店
守 口 支 店
吹 田 支 店
枚 方 支 店
八 尾 支 店
枚 岡 支 店
城 東 支 店
粉 浜 支 店
萩原天神支店
堺 陵 南 支 店
岡 町 支 店
布 施 支 店
徳 庵 支 店
四 条 畷 支 店
矢 田 支 店

店　舗　名 郵 便 番 号 住　　　　　　　　　　　　所 電 話 番 号
06-6944-2102
06-6944-2101
06-6574-0356
06-6996-4681
06-6382-0721
072-847-4521
072-922-0748
072-982-5481
06-6968-3321
06-6672-1881
072-286-5301
072-277-6771
06-6841-0123
06-4306-3861
06-6744-3535
072-878-1251
06-6702-5710

540-0026
540-0026
552-0012
570-0034
564-0026
573-0022
581-0802
579-8048
536-0013
559-0001
599-8112
591-8034
561-0885
577-0056
577-0007
574-0001
546-0021

大阪市中央区内本町２丁目３番５号
大阪市中央区内本町２丁目３番５号
大阪市港区市岡１丁目１４番３号
守口市西郷通１丁目１５番１６号
吹田市高浜町４番３９号
枚方市宮之阪３丁目６番３０号
八尾市北本町１丁目４番２５号 
東大阪市旭町３番３号
大阪市城東区鴫野東２丁目１１番12号
大阪市住之江区粉浜１丁目１６番１６号
堺市東区日置荘原寺町４５番地１
堺市北区百舌鳥陵南町３丁１４番地
豊中市岡町１番６号
東大阪市長堂２丁目１０番１４号
東大阪市稲田本町３丁目１１番７号
大東市学園町２番１３号
大阪市東住吉区照ケ丘矢田３丁目３番３９号

現金自動機器（ＡＴＭ）設置状況
店舗内ＡＴＭ ２２台

TOPICTOPIC
来年の春に
四条畷支店が
新築移転いたします

完成イメージ

今後とも益々のご愛顧
を賜りますよう宜しく
お願い申し上げます。
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財　務　諸　表

（単位：千円）

（負債の部）
預 金 積 金
当 座 預 金
普 通 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 費 用
給 付 補 填 備 金
未 払 法 人 税 等
前 受 収 益
払 戻 未 済 金
職 員 預 り 金
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
偶 発 損 失 引 当 金
睡眠預金払戻損失引当金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計

（純資産の部）
出 資 金
普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
特 別 積 立 金
(経営改善積立金)
当期未処分剰余金

組 合 員 勘 定 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

貸借対照表

228,217,113
2,235,537
39,001,337

19,308
179,545,797
7,091,821
323,311
1,122,489
18,926
523,993
3,272
52,430
115,258
113,475
131,342
42,267
121,521
63,858

－
－

174,610
142,485
118,941

－
115,230
169,445

230,124,173

3,599,442
3,599,442
9,510,977
2,206,850
7,304,127
6,700,000

604,127
13,110,419
△ 21,089
290,286
269,197

13,379,617
243,503,791

科　　目 令和元年度
（資産の部）

現 金
預 け 金
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
全 信 組 連 出 資 金
前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

1,971,669
88,931,978
4,986,971

－
499,110
4,373,680
114,180

－
143,122,291
3,018,657
1,276,966

137,426,611
1,400,056
1,795,134
22,593

1,412,600
19,362
147,677
192,901
3,705,677
979,284
2,526,718
42,267
13,816
143,591
116,214
45,307

－
70,907
1,640

218,970
169,445

△ 1,516,204

 

243,503,791

科　　目 令和元年度

227,680,797
2,027,675
37,790,035

29,200
180,382,878
7,276,309
174,698
1,313,761
45,581
535,113
4,251

241,460
80,734
171,654
134,955
33,450
66,559
69,245
15,000
35,981
166,370
123,334
110,556

－
115,230
180,130

229,810,407

3,668,288
3,668,288
9,095,808
2,116,850
6,978,958
5,900,000

1,078,958
12,764,096

△ 832
290,286
289,454

13,053,550
242,863,958

平成３０年度

1,859,365
83,851,052
4,415,116

－
2,199,200
2,100,000
115,916

－
148,016,520
3,804,568
1,390,899

141,768,939
1,052,112
1,897,883
32,987

1,412,600
13,049
218,412
220,833
3,510,044
1,004,384
2,361,179
33,450

－
111,029
108,037
37,130

－
70,907

－
214,551
180,130

△ 1,188,741

 

242,863,958

平成３０年度

(6,700,000)
(△1,268,499)(△989,393)

(5,900,000)
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（単位：千円）
損益計算書

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
貸倒引当金戻入益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補填備金繰入額
借 用 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
国債等債券償還損
その他の業務費用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
その他の経常費用

経 常 利 益

(注)1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注
記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　　2. 出資1口当りの当期純利益　　　　　　１２円４５銭

平成３０年度 令和元年度

4,626,933
3,884,911
3,686,360
109,983
44,701
43,865
316,710
50,551
266,159
17,944

－
－

17,944
407,367
198,900
9,513
840

198,113
3,473,231
545,333
541,941
2,704

－
687

91,648
18,833
72,814
156
－

156
2,749,865
1,941,900
756,909
51,055
86,227

－
－

86,227
1,153,702

4,177,794
3,820,700
3,635,552
105,428
30,877
48,842
312,135
49,031
263,103
18,425

－
－

18,425
26,532

－
21,033

－
5,498

3,621,049
514,042
511,231
2,138

－
672

81,435
18,367
63,067
1,495

－
1,495

2,716,786
1,842,901
821,008
52,876
307,289
155,993

－
151,296
556,744

平成３０年度 令和元年度

剰余金処分計算書

会計監査人による監査報告
　当組合は、「協同組合による金融事業に関する法律」第５条の８第３項の規定に基づき、水都有限責任監査法人
の監査を受けております。
　第６８期の事業報告書、貸借対照表、損益計算書などの「計算書類及びその付属明細書」の全てにおいて、法令・
定款に適合し、指摘すべき事項はない旨の監査報告を受けております。

　私は当組合の平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの第６８期の事業年度における貸借対照表、損
益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和２年６月２９日　　　
の ぞ み 信 用 組 合　　
理事長　平 野　二三記　　

代表理事による財務諸表の適正性・有効性の確認

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰　越　金(当期首残高)
当 期 未 処 分 剰 余 金

－
－
－

306
306
－
－

1,153,396
239,509
18,306
257,815
895,580
183,377
1,078,958

－
－
－

30,481
28,229
2,252

－
526,263
63,063
3,379
66,443
459,819
144,307
604,127

（単位：千円）
平成３０年度 令和元年度

当期未処分剰余金　ａ
剰余金処分額　　　ｂ
　　利益準備金

　　出資に対する配当金

　　経営改善積立金
繰越金（当期末残高） ａ － ｂ

1,078,958
934,650
90,000
44,650

（年１．２％の割合）

800,000
144,307

604,127
93,949
50,000
43,949

（年１．２％の割合）

－
510,178
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注１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　　なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。  
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場
価格等に基づく時価法（売却原価は、主として移動平均法により算定）、時価を把握
することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は
償却原価法により行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再
評価を行っております。

　　なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰
延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金｣
として純資産に計上しております。 

     　再評価を行った年月日　                        　平成１０年３月３１日
     　当該事業用土地の再評価前の帳簿価額　　　　　　３７２百万円
     　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額　　　　　　７７７百万円
     　同法律第３条第３項に定める再評価の方法         

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）第２条第１号
に定める近隣の地価公示法第６条に規定する標準地について同条の規定
により公示された価格に合理的な調整を行って算定した価格に、奥行価格
補正､時点修正による補正等の調整を行って算出しております。

　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額     △ ４２３百万円

4. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日
以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。又、主な耐用
年数は次のとおりであります。

         建    　    物         3 年 ～ 50 年
         そ 　の 　他         2 年 ～ 20 年
５．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（５
年）に基づいて償却しております。

６．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法によっております。
　　なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当
該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」と
いう）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。又、現在
は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者に係る債権（破綻懸念先）については、債権額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的
に判断し必要と認める額を計上しております。

　　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実
績又は倒産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産実績率の過去の一定期間にお
ける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算出
しております。
　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店が資産査定を実施し、
営業店から独立した自己査定・償却引当委員会が査定結果を監査しております。

  　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は９６３百万円であります。

８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支
給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９．役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支
給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

10.退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産に基づき、必要額を計上しております。なお、当組合は簡便
法で計上しております。
  　又、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚
生年金基金）を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。

　　　(1)制度全体の積立状況に関する事項(平成３１年３月３１日現在)
　　 　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　３４５，０５２百万円
　　 　　年金財政計算上の数理債務の額と　　　　２９８，７８４百万円　　 　　　　　　最低責任準備金の額との合計額
　　 　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　 ４６，２６８百万円
　　　(2)制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　　　　　　　　　　　　　　　　(自平成３０年4月1日　至平成３１年3月31日)
                                               　　　　　　　　　　　1.２０２%
　　　(3)補足説明
　　　　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
　　　22,092百万円及び別途積立金68,360百万円であります。本制度における
　　　過去勤務債務の償却方法は期間１３年の元利均等償却であり、当組合は
　　　当期の計算書類上、特別掛金６８百万円を費用処理しております。

　　　　　なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準
　　　給与の額に乗じることで算定されるため、上記(2)の割合は当組合の実際の
　　　負担割合とは一致しておりません。

11.役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対す
る退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められ
る額を計上しております。

12.睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払
戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認
める額を計上しております。

13.偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来における支
出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

貸借対照表上の注記事項
14.消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
15.有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　  1,721百万円
16.貸出金のうち、破綻先債権額は286百万円、延滞債権額は５,566百万円であります。
  　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続しているこ
とその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして
未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息
不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条
第１項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じて
いる貸出金であります。

  　又、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸
出金であります。

17.貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。
　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日か
ら３カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので
あります。

18.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は710百万円であります。
  　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権
に該当しないものであります。

19.破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は6,563百万円であります。

  　　なお、16.から19.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
20.貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業用車両につい
てリース契約により使用しています。

21.手形割引により取得した商業手形の額面金額は3,018百万円であります。
22.担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　　担保提供している資産　　　　　　預け金     　     300百万円
　　　担保資産に対応する債務　　　　　借用金  　　          －
上記のほか、為替決済保証金及び歳入復代理店取引として預け金3,530百万円を
担保として提供しております。

23.出資1口当たりの純資産額は371円71銭です。
24.金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当組合は、預金積金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行って
おります。このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負
債の総合的管理(ＡＬＭ）をしております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金で
す。又、有価証券は、主に債券、株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業
推進目的で保有しております。

　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価額の変動
リスクに晒されております。一方、金融負債は主としてお客様からの預金積金で
あり、流動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
　①信用リスクの管理
　　当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件
　ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権へ
　の対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査部及び管理部により行われ、また、
　定期的に経営陣によるリスク管理委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っ
　ております。さらに、与信管理の状況については、審査部及び管理部がチェッ
　クしております。

　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、企画財務部において、信用情報
　や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
　　(ⅰ) 金利リスクの管理
　　　当組合は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　ＡＬＭに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記
　　しており、リスク管理委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、
　　理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。

　　　日常的には企画財務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的
　　に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、四
　　半期ベースで理事会に報告しております。

　　(ⅱ) 価格変動リスクの管理
　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理委員会の方針
　　に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。

　　　このうち企画財務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投
　　資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスク
　　の軽減を図っております。

　　　企画財務部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているも
　　のであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。

　　　これらの情報は企画財務部を通じ、理事会及びリスク管理委員会において
　　定期的に報告されております。

　　(ⅲ) 市場リスクに係る定量的情報
　　　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主た
　　る金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、貸出金及び預金積金で
　　あります。

　　　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、金利の合理的な予
　　想変動幅を用いた時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの
　　管理にあたっての定量的分析に利用しております。

　　　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞ
　　れ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を
　　用いております。

　　　なお、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末
　　において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合
　　1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、時価は、３２８百
　　万円増加するものと把握しております。
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(１)預 け 金（＊1）
　　　　　　うち譲渡性預け金
(２)有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

(３)貸 出 金（＊1）
貸倒引当金（＊2）

金融資産計
(１)預金積金（＊1）
金融負債計

88,931
2,000

3,299
1,579

143,122
△ 1,465
141,656
235,466
228,217
228,217

子会社・子法人等株式
関連法人等株式
非上場株式（＊1）
組合出資金（＊2）
合　　　　　計

 ー
 ー
108
1,412
1,521

89,098
2,000

3,302
1,579

142,772
236,751
229,199
229,199

166
－ 

3
－ 

1,115
1,284
981
981

貸借対照表計上額 時　価 差　額

貸借対照表計上額区　　　　　分

　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
　　とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。

　　　又、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を
　　超える影響が生じる可能性があります。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　当組合は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様
　化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リス
　クを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には
合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定
の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。

　なお、金融商品のうち貸出金、預け金、預金積金については、簡便な計算により
算出した時価に代わる金額を開示しております。

２５. 金融商品の時価等に関する事項
　令和２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に
は含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）

（＊1）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に
代わる金額」が含まれております。

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１） 金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
(1) 預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引
くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
　譲渡性預け金については、約定から償還までの期間が短期間であることから、帳
簿価額を時価としております。
(2) 有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価
格によっております。
(3) 貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算
出した時価に代わる金額として記載しております。
　①6カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積もりが困難な債権については、
　その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）

　② ①以外は、貸出金の種類毎にキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を
　市場金利（ＬＩＢＯＲ、ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額を時価とみなしております。

　金融負債
(1) 預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価と
みなしております。
　定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作
成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（ＬＩＢＯＲ、ＳＷＡＰ等）で割り引いた価額
を時価とみなしております。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから時価開示の対象には含まれておりません。

（＊2）組合出資金（全信組連出資金等）は、時価を把握することが極めて困難と認
められることから、時価開示の対象とはしておりません。

26. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　これらには、｢地方債」、｢社債」、｢株式」のほか、「預け金」中の譲渡性預け金が含
まれております。
　以下２９まで同様であります。

　(1) 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　(2) 満期保有目的の債券
　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
          　　　　       　  貸借対照表               時   価               差　額               　　　　　　 計　上　額 
　　　国 　 債  　　　 　     －　                      －　                   －   
　　　地 方 債             　499百万円　　　　509百万円　　　 　9百万円
　　　社 　 債             1,400百万円　　　1,401百万円　　　    1百万円
　　　小 　 計          　1,899百万円　　　1,910百万円　　　  11百万円 
　　
　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
                　　　   　　貸借対照表         　　時　価          　　差　額                　　　   　　計　上　額                                  
　　　国 　 債  　　　 　     －　            　　　－　                    －       
　　　地 方 債 　　　 　      －　                     －　                    －       
　　　社 　 債             1,400百万円　　　1,392百万円　　　 　7百万円
　　　そ の 他　　　　 2,000百万円　　　2,000百万円　　  　   －   
　　　小 　 計             3,400百万円　　　3,392百万円　　　 　7百万円
　　　合 　 計             5,299百万円　　　5,302百万円　　　 　3百万円
　　　（注）時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　(3) 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
　(4) その他有価証券
　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】
　　　該当ありません
　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
                　　　   　　貸借対照表         　 取得原価          　  差　額                　　　   　　計　上　額                                  
　　　株 　 式　　　        　5百万円        　　 8百万円         △ 2百万円
　　　債     券　　　　 1,573百万円　　　1,600百万円　　△ 26百万円
  　　 　国     債　　　　 　 －　　　　　　　　－　　　　　　　 －
         　地 方 債　　　　 　 －　　　　　　　　－　　　　　　　 －
         　社     債　　　 1,573百万円　　　1,600百万円　　△ 26百万円
         そ の 他　　　　　 　 －　　　　　　　　－　　　　　　　 －
　　　小 　 計             1,579百万円　　　1,608百万円　　△ 29百万円
　　　合 　 計             1,579百万円　　　1,608百万円　　△ 29百万円
　　（注）貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価
　　　　により計上したものであります。
27. 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
28. 当期中に売却したその他有価証券はありません。
29. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還
予定額は次のとおりであります。

                   　　　　 １年以内             １ 年 超               ５ 年 超        10 年 超                                 　　　　　　　  ５年以内            10年以内                
　　　債     券　　　　6００百万円　　2，497百万円　　 1,775百万円　　  －
  　　 　国     債　　　　 －　　　　　　　 －　　　　　　　 －　　　　　  －
         　地 方 債　　　　 －　　　　　 ４９9百万円 　　　　 －　　　　　  －
         　社     債　　　6００百万円　　1,998百万円　　 1,775百万円　　  －
         そ の 他　　　2,000百万円　　　　  －　　　　　　　 －　　　　　  －
      　合　  計　　　2,600百万円　　2,497百万円　　 1,775百万円　　  －
30. 当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契
約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２９,３４５百万円であります。
このうち相手の信用状況の低下等により、任意の時期に無条件で取り消し可能な
ものが２９,３４５百万円あります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与え
るものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、
その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又
は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契
約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も
定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

31. 繰延税金資産の主な発生原因別の内訳はそれぞれ以下のとおりであります。
　　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　　　　　４９７百万円
　　　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　　　　－ 百万円
　　　　　　　税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　　－ 百万円
　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９５百万円
　　　　　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　６９２百万円
　　　　　　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額　　　　　　－ 百万円
　　　　　　　将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額　　△ ４７３百万円
　　　　　　評価性引当額小計　　                               　　△ ４７３百万円
　　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　２１８百万円
　　　　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　　２１８百万円



31 NOZOMI SHINKUMI BANK

経　営　指　標

（百万円） （千円）

(注)1．業務粗利益率＝（業務粗利益÷資金運用勘定平均残高）×１００ 
2．業務純益＝業務収益ー（業務費用ー金銭の信託運用見合費用）
3．実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
4．コア業務純益＝実質業務純益ー国債等債券損益

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 業 務 収 支
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く）

3,884,911
545,333
3,339,577
316,710
91,648
225,062
17,944
156

17,787
3,582,427

1.52%

3,820,700
514,042
3,306,658
312,135
81,435
230,699
18,425
1,495
16,930

3,554,288
1.49%

890,831
939,187
939,187

939,187

令和元年度平成３０年度
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
総 資 産 額
純 資 産 額
自 己 資 本 比 率
出 資 総 額
出 資 に 対 す る 配 当 金
出 資 総 口 数 (口)
職 　 員 　 数 (人)

平成2７年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
4,626
1,153
895

227,680
148,016
4,415

242,863
13,053
8.75%
3,668
44

36,682,880
239

(注)1．残高計数は期末日現在のものです。
２．自己資本比率は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。
３．職員数は役員、臨時の雇用者を除いた人数です。

4,613
953
685

218,772
145,346
5,626

231,623
10,523
8.42%
3,857
47

38,576,142
254

4,808
1,140
872

221,965
150,084
5,024

235,502
11,266
8.29%
3,773
46

37,739,835
251

4,823
1,237
1,090

222,769
146,892
4,521

237,102
12,285
8.65%
3,747
45

37,477,332
249

4,177
556
459

228,217
143,122
4,986

243,503
13,379
8.97%
3,599
43

35,994,424
222

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度
平成30年度
令和元年度

う ち 貸 出 金

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 預 金 積 金

う ち 譲 渡 性 預 金

う ち 借 用 金

年度
234,319
237,036
146,114
144,692
82,631
86,340
4,424
4,590

225,813
228,268
225,675
228,134

－
－
－
－

3,884,911
3,820,700
3,686,360
3,635,552
109,983
105,428
44,701
30,877
545,333
514,042
544,645
513,370

－
－
－
－

1.65%
1.61%
2.52%
2.51%
0.13%
0.12%
1.01%
0.67%
0.24%
0.22%
0.24%
0.22%

－
－
－
－

平均残高 利息 利回り

(注)資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高(平成30年度873百万円、令和元年度857百万円)を控除して表示しております。

主要な経営指標の推移 （単位：百万円）

業務粗利益（率）、 及び各収支の内訳 （単位：千円）

資金運用勘定・調達勘定の平均残高等
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（単位：％）総資産利益率

総 資 産 経 常 利 益 率
総資産当期純利益率

令和元年度
0.22
0.18

(注) 上記利回りにつきましては、総資産残高から債務保証見返り額
を除いて算出しております。

資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

令和元年度
（単位：％）総資金利鞘等

1.61
1.37
0.24

（単位：％）預証率（単位：％）預貸率

期　　　末
期 中 平 均預　貸　率

令和元年度
62.71
63.42

期　　　末
期 中 平 均預　証　率

令和元年度
2.18
2.01

（単位：百万円）
職員１人当りの預金積金及び貸出金残高

（単位：百万円）
１店舗当りの預金積金及び貸出金残高

預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高 

令和元年度
1,028
644

預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高

14,263
8,945

令和元年度

（単位：千円）
役務取引収支の内訳

役 務 取 引 等 収 益
令和元年度
312,135
49,031
263,099

4
81,435
18,367
43,331
19,736

受 入 為 替 手 数 料
その他の受入手数料
その他の役務取引等収益

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の支払手数料
その他の役務取引等費用

令和元年度
人 件 費

物 件 費

税 金
合 計

報 酬 給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
そ の 他

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
減 価 償 却 費
預 金 保 険 料

1,842,901
1,474,933
164,626
203,340
821,008
385,808
133,093
65,438
18,637
144,896
73,134
52,876

2,716,786

経費の内訳

主要業務に関する事項

（単位：千円）

その他業務収支の内訳
（単位：千円）

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

外 国 為 替 売 買 益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益

外 国 為 替 売 買 損
商品有価証券売買損
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国 債 等 債 券 償 却
金融派生商品費用
その他の業務費用

令和元年度
18,425

－
－
－
－
－

18,425
1,495

－
－
－
－
－
－

1,495

受取利息及び支払利息の増減
（単位：千円）
令和元年度

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

△ 64,211
△ 31,291

平成３０年度
0.48
0.37

平成３０年度
1.65
1.41
0.23

平成３０年度
６5.01
64.74

平成３０年度
1.93
1.96

平成３０年度
952
619

14,230
9,251

平成３０年度

平成３０年度
316,710
50,551
266,159

－
91,648
18,833
48,828
23,985

平成３０年度
1,941,900
1,572,408
139,812
229,679
756,909
326,124
127,628
60,780
22,062
145,999
74,314
51,055

2,749,865

平成３０年度
17,944

－
－
－
－
－

17,944
156
－
－
－
－
－
－

156

平成３０年度

(注)預貸率＝貸出金÷（預金積金＋譲渡性預金）×１００ (注)預証率＝有価証券÷（預金積金＋譲渡性預金）×１００

△ 67,303
△ 5,785
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貸出金等に関する指標
貸出金業種別残高・構成比

担保の種類別貸出金残高及び債務保証見返額
（単位：百万円）

貸出金残高 債務保証見返額 貸出金残高 債務保証見返額
令和元年度

当組合預金積金
有 価 証 券
動 産
不 動 産
そ の 他
小 　 　 計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合  　計

1,740
1
－

105,780
－

107,522
19,644
6,096
9,858

143,122

－
－
－
－
－
－
－

169
－

１69

平成３０年度

1,699
1
－

106,921
－

108,621
22,581
6,782
10,030
148,016

－
－
－
－
－
－
－

１８０
－

１８０

貸出金使途別残高 （単位：百万円）

金　額 構成比
令和元年度

金　額 構成比
運 転 資 金
設 備 資 金
合 　 　 計

63,351
79,770
143,122

44.2%
55.7%
100.0%

平成３０年度

68,004
80,011
148,016

45.9%
54.0%
100.0%

貸出金科目別平均残高 （単位：百万円）

金　額 構成比
令和元年度

金　額 構成比
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
合 　 　 計

3,127
1,277

139,111
1,175

144,692

2.1%
0.8%
96.1%
0.8%

100.0%

平成３０年度

3,437
1,554

140,127
993

146,114

2.3%
1.0%
95.9%
0.6%

100.0%

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）
令和元年度

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　 　 計

41,618
101,504
143,122

平成３０年度
43,449
104,567
148,016

代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫
株式会社日本政策金融公庫(中小企業事業)
株式会社日本政策金融公庫(国民生活事業)
独立行政法人住宅金融支援機構
独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構
独立行政法人中小企業基盤整備機構
合 　 　 　 　 計

98
70
－
０
3
－
5

１78

令和元年度
1１７
62
－
０
５
－
６

１９2

平成３０年度

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円）

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン
合 　 　 　 　 計

523
10,197
10,720

令和元年度
626

11,143
11,770

平成３０年度

（単位：百万円）
平成３０年度

金　額 構成比
製 造 業
農 業 ､ 林 業
漁 業
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気 ､ ガ ス ､ 熱 供 給 ､ 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学 術 研 究 、専 門・技 術 サ ー ビ ス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 ､ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 　 　 計
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
個 　 　 人 ( 住 宅 ･ 消 費 ･ 納 税 資 金 等 )
合 　 　 計

9,552
－
－
－

11,459
163
349
1,254
4,620
3,787
92,681
698
915
－

1,008
1,643

3
446
4,118
159

132,865
－

15,151
148,016

6.4%
－
－
－

7.7%
0.1%
0.2%
0.8%
3.1%
2.5%
62.6%
0.4%
0.6%
－

0.6%
1.1%
0.0%
0.3%
2.7%
0.1%
89.7%

－
10.2%
100.0%

令和元年度
金　額 構成比
7,792

－
－
－

9,700
171
313
1,175
4,102
3,583
93,209
1,317
751
－

817
1,495

2
420
4,005
154

129,014
－

14,107
143,122

5.4%
－
－
－

6.7%
0.1%
0.2%
0.8%
2.8%
2.5%
65.1%
0.9%
0.5%
－

0.5%
1.0%
0.0%
0.2%
2.7%
0.1%
90.1%

－
9.8%

100.0%
(注)業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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区　　　　　　分 保全率
(Ｂ＋Ｃ)／(Ａ)

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円）
保全額
（Ｂ＋Ｃ）

貸倒引当金
(Ｃ)

担保・保証額
(Ｂ)

債権額
(Ａ)

破 綻 先 債 権

延 滞 債 権

３カ月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

合 　 　 計

平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度

100.0%
100.0%
88.4%
83.0%

－
－

84.6%
82.2%
88.7%
83.6%

471
286
4,560
4,620

－
－

715
584
5,746
5,492

471
286
5,157
5,566

－
－

844
710
6,473
6,563

59
56
877
1,162

－
－
29
19
966
1,237

411
230
3,682
3,458

－
－

685
565
4,780
4,254

(注)  １．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例
等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による
破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対す
る貸出金です。

２．「延滞債権」とは、上記１及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上
貸出金です。

３．「３カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している貸出金（上記１及び２を除く）です。
４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金（上記１～３を除く）です。

５．｢担保･保証額(Ｂ)｣は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
６．｢貸倒引当金(Ｃ)｣は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれ
ておりません。

７．「保全率(Ｂ＋Ｃ)／(Ａ)」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
８．これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損
失となるものではありません。

区　　　　　　分 貸倒引当金引当率
(Ｃ)/(Ａ－Ｂ)

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
保全率
(Ｄ)/(Ａ)

保全額
(Ｄ)=(Ｂ)+(Ｃ)

貸倒引当金
（Ｃ）

担保・保証等
（Ｂ）

債権額
（Ａ）

(注)  １．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権です。
2．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
５．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
７．金額は決算後（償却後）の計数です。

貸出金償却額・引当額

貸倒引当金の内訳

貸 出 金 償 却 額
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
合 計

ー
155
155

令和元年度
ー

△ １９８
△ １９８

平成３０年度

一 般 貸 倒 引 当 金
個 別 貸 倒 引 当 金
合 計

期末残高 期中増減
247
1,268
1,516

期末残高
48
279
327

期中増減
令和元年度

１9９
９８９
1,188

△ ５５
△ 201
△ 256

平成３０年度

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計

正 常 債 権

合　　　　　計

平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度

100.0%
100.0%
50.0%
50.0%
18.5%
13.2%
57.1%
53.6%

100.0%
100.0%
83.3%
79.1%
84.6%
82.2%
88.8%
83.7%

2,068
1,331
2,991
3,600
715
584
5,774
5,516

341
272
597
945
29
19
968
1,237

1,726
1,058
2,393
2,654
685
565
4,806
4,278

2,068
1,331
3,588
4,546
844
710
6,502
6,587

141,835
136,786
148,337
143,373

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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貸借対照表計上額 貸借対照表計上額時　価 差　額 時　価 差　額項　　　　目

〔１〕売買目的有価証券
　　　　該当ございません。

〔２〕満期保有目的の債券

〔３〕子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの
　　　　該当ございません。

〔４〕その他有価証券

有価証券の時価等情報

有価証券に関する指標

（単位：百万円）

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額を超えるもの

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

－
9
1
－
11
－
－

△ 7
－

△ 7
3

－
509
1,401

－
1,910

－
－

1,392
－

1,392
3,302

－
499
1,400

－
1,899

－
－

1,400
－

1,400
3,299

－
29
5
－
35
－
－
－
－
－
35

－
2,228
2,105

－
4,334

－
－
－
－
－

4,334

－
2,199
2,100

－
4,299

－
－
－
－
－

4,299合　　　　　　　計

国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 　 計
国 債
地 方 債
社 債
そ の 他
小 　 計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

－
－
－
－
－
－
－

△ 2
△ 26
－
－

△ 26
－

△ 29
△ 29

－
－
－
－
－
－
－
８

1,600
－
－

1,600
－

1,608
1,608

－
－
－
－
－
－
－
5

1,573
－
－

1,573
－

1,579
1,579

－
－
－
－
－
－
－

△ １
－
－
－
－
－

△ １
△ １

－
－
－
－
－
－
－
８
－
－
－
－
－
８
8

－
－
－
－
－
－
－
７
－
－
－
－
－
７
７

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額取得原価 差　額 取得原価 差　額
平成３０年度 令和元年度項　　　　目

合　　　　　　　計

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

(注)１．時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債が含まれます。

（単位：百万円）

(注)貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。

当 座 預 金
普 通 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金
合 　 　 計

金　額 構成比
1,818
38,781

9
180,242
7,077
205

228,134

0.7%
16.9%
0.0%
79.0%
3.1%
0.0%

100.0%

金　額 構成比

預金種目別平均残高 （単位：百万円）

預金に関する指標

固 定 金 利
変 動 金 利
そ の 他
合 計

179,545
－
－

179,545

令和元年度
180,382

－
－

180,382

平成３０年度

1,758
37,619

27
178,929
7,137
203

225,675

0.7%
16.6%
0.0%
79.2%
3.1%
0.0%

100.0%

平成３０年度

定期預金金利区分別残高 （単位：百万円）

組 合 員 預 金
組 合 員 外 預 金
合 計

186,152
42,063
228,217

令和元年度
185,905
41,774
227,680

平成３０年度
組合員・組合員外別預金残高 （単位：百万円）

個 人
法 人

合 計

199,601
28,615
28,397

23
194

228,217

令和元年度
199,172
28,508
28,375
111
20

227,680

平成３０年度
預金者別預金残高 （単位：百万円）

一 般 法 人
公 金
金 融 機 関

令和元年度

平成３０年度 令和元年度
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その他の業務

時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 （単位：百万円）

－
－

2,199
499
2,100
4,373
115
114
－
－
－
－

4,415
4,986

－
－
－
－
－
－

115
114
－
－
－
－

115
114

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－

1,775
－
－
－
－
－
－
－

1,775

－
－

498
499
2,100
1,998

－
－
－
－
－
－

2,598
2,497

－
－

1,700
－
－

600
－
－
－
－
－
－

1,700
600

合　計期間の定めのないもの10年超5年超10年以下1年超5年以下１年以下

満 期 保 有 目 的 の 債 券
非 上 場 外 国 証 券

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 及 び 関 連 法 人 等 株 式
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式
関 連 法 人 等 株 式

そ の 他 有 価 証 券
非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

－
－
－
－
－

1,５２１
10８
1,４１２

－
－
－
－
－

1,５２１
10８
1,４１２

平成３０年度
貸借対照表計上額

令和元年度
貸借対照表計上額

項　　　　　　目

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
合 　 　 計

金　額 構成比
令和元年度

金　額 構成比
－

1,597
2,875
117
－
－

4,590

－
34.8%
62.6%
2.5%
－
－

100.0%

平成３０年度

－
2,865
1,441
117
－
－

4,424

－
64.7%
32.5%
2.6%
－
－

100.0%

他金融機関向け
他金融機関から
他金融機関向け
他金融機関から

送 金 ･ 振 込

代 金 取 立

90,214
104,117

31
16

金　　額
62,732
112,770

12
28

件　　数金　　額件　　数
令和元年度

98,388
109,247

69
60

64,296
111,313

22
67

平成３０年度

公共債引受額
該当ございません。該当ございません。

外貨建資産残高
該当ございません。

公共債の窓口販売実績

内国為替取扱実績 （単位：件、百万円）

商品有価証券の種類別平均残高
該当ございません。

金銭の信託及びデリバティブ等商品取扱
該当ございません。

有価証券の種類別平均残高 （単位：百万円）

有価証券の種類別・残存期間別残高

平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

合 　 計

（単位：百万円）

有価証券に関する指標
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１．対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役
員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及
び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

①報酬体系の概要
　【基本報酬及び賞与】
　　　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員
　　それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については
　　前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当組合の理事会において決定しております。又、各監事の基本報
　　酬額及び賞与額につきましては、監事会の協議により決定しております。
　【退職慰労金】
　　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、
　　支払っております。

②役員に対する報酬

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式４号「附属明細書」における
　　役員に対する報酬です。
　２．支払人数は、理事９名、監事３名です。
　３．使用人兼務理事４名の使用人分の報酬(賞与を含む)は19百万円です。
　４．上記以外に支払った役員賞与金は理事13百万円、監事2百万円であります。
　５．上記以外に支払った役員退職慰労金は、理事16百万円です。

③その他
　　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関
　する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融
　庁長官が別に定めるものを定める件」(平成24年３月29日付金融庁告示第23号)第３条第１項第３号及び
　第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員で対象役員が受ける報酬等
と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和元年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

注１．対象職員等には期中に退任・退職した者も含めています。
　２．「同等額」は、令和元年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
　３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払
　　　っております。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報
　　　酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていない
　　　ため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

区　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理　　　事  91 132

監　　　事  17  30

（単位：百万円）

合　　　計 108 162

役員等の報酬体系について
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自己資本の充実の状況

●定性的な開示事項について
〔１〕自己資本調達手段
・自己資本額は当組合が内部留保として積み立てているものと地域のお客様による出資金にて調達しています。 

〔２〕自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・自己資本の充実度に関しましては、自己資本比率はもちろんのことＴier１比率の状況についても、国内基準である４％を上回っており、経営の健全性・安全
　性を充分保っております。また、当組合では、各エクスポージャーが一分野に集中することなく、リスク分散が図られていると評価しております。　　　　
　一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による積上げを第一義的な施策とし
　て考えております。　
　※「エクスポージャー」… リスクに晒されている資産を指し、具体的には貸出金などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当します。

〔３〕信用リスクに関する事項
・信用リスクの評価は、小口多数取引の推進による分散のほか与信ポートフォリオ管理として、自己査定による債務者区分別、業種別、さらには与信集中によ
　るリスク抑制のため大口与信先の管理など、さまざまな角度からの分析に注力しております。　　　　
・個別案件の審査・与信管理にあたっては、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制としています。さらに、経営陣も参加した融
　資審議会を定期的に開催し、信用リスク管理・運営における重要事項を審議しています。　
・信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準」及び「償却引当計上基準規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基
　に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど適正な計上に努めております。　
　※ 信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより当組合の資産の価値が減少ないし消失し、損失をうけるリスクのことをいいます。

〔4〕リスク・ウエイトの判定に使用する適格格付機関※
・リスク・ウエイトの判定に使用する適格格付機関は㈱格付投資情報センター(Ｒ＆Ｉ)を採用しております。
　※ エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウエイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

〔５〕信用リスクの削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
・当組合は、リスク管理の観点から、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより受ける損失(信用リスク)を軽減するため、不動産担保や信用保証協会保証によ
　る保全措置を講じております。ただし、これはあくまで補完的措置であり、資金使途、返済資源、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度
　から判断を行っております。
　又、判断の結果、担保又は保証が必要な場合には、お客様へ十分な説明とご理解をいただいた上でご契約いただく等、適切な取扱いに努めております。
・信用リスク削減手法として、当組合が扱う主要な担保には、預金積金等があり、担保に関する手続きについては、当組合が定める事務規程等により適切な事
　務取扱ならびに適正な評価・管理を行っております。また､お客様が期限の利益を失われた場合には、すべての与信取引の範囲において預金相殺等をする場合
　がありますが、この取り扱いについては当組合が定める事務規程等により適切な取り扱いに努めております。なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リ
　スクの集中に関しては特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

〔８〕オペレーショナル・リスクに関する事項
・事務リスク管理については、本部・営業店が一体となり、厳正な「事務取扱要領」の整備、その遵守を心掛けることはもちろんのこと日頃の事務指導や研修
　体制の強化、さらには牽制機能としての事務検証などに取り組み、事務品質の向上に努めております。　
・システムリスクについては、「システム・リスク管理規程」に基づき管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査さらにはシステム監査
　を実施し、安定した業務遂行ができるよう多様化かつ複雑化するリスクに対して、管理態勢の強化に努めております。
・その他のリスクについては、苦情相談窓口の設置による苦情に対する適切な処理、個人情報及びセキュリティ体制の整備、さらには各種リスク商品等に対す
　る説明態勢の整備など顧客保護の観点を重要視した管理態勢の整備に努めております。　 
・事務部がオペレーショナル・リスクのモニタリング・分析を行い、四半期毎にリスク管理委員会で協議・検討し、必要に応じて理事会等に報告する態勢を整
　備しております。
・オペレーショナルリスク相当額の算出は、基礎的手法を採用しております。
　※  オペレーショナル・リスクとは、業務上において不適切な処理等で生じる事象により損失を受けるリスクのことをいいます。具体的には、不適切な事務処
　　理により生じる事務リスク、システムの誤作動等により生じるシステムリスク、風説の流布や誹謗中傷などにより企業イメージを毀損する風評リスク、裁判 
　　等により賠償責任を負うなどの法務リスク、その他人材の流出や事故などにより人材を逸失する人的リスクなどが含まれております。

〔９〕市場リスクに関する事項
・上場株式にかかるリスクの認識については、時価評価等によりリスクを計測し、当組合が抱える市場リスクなどの状況を定期的に報告しております。非上場
　株式については、当組合が定める「資金運用規程」などに基づいて運用・管理に努めております。なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定
　める「有価証券に係る会計規程」及び日本証券業協会の「有価証券時価細則」に従った適切な処理を行っております。
　企画財務部が市場リスクのモニタリング・分析を行い、四半期毎にリスク管理委員会で協議・検討し、必要に応じて理事会等に報告する態勢を整備しております。
　※ 市場リスクとは、金利・為替・株式などの相場が変動することによって、金融商品の時価が変動し、損失を受けるリスクをいいます。

〔１０〕金利リスクに関する事項
・金利リスクの管理方法は、一定の金利ショックを想定した場合の銀行勘定の金利リスクの計測や金利更改を勘案した収益シミュレーションによる収益への影 
　響度などを定期的に計測し、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。
・企画財務部が金利リスクのモニタリング・分析を行い、四半期毎にリスク管理委員会で協議・検討し、必要に応じて理事会等に報告する態勢を整備しております。
　※ 金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や将来の収益性に対する影響のことをいいます。
・金利リスク算定の根拠

〔６〕派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続き
・派生商品取引及び長期決済期間取引は行っておりません。

〔７〕証券化エクスポージャーに関する事項
・証券化取引は行っておりません。

□ 流動性預金全般(当座・普通預金等)

□ ①過去５年の最低残高　②過去５年の最大年間流出量を現残高から差引いた残高　③現残高の50%相当額、
　 以上３つのうち最小の額を上限

□ ５年以内(平均2.5年)
□ 期限前返済率を3％として算出しています
□ 早期解約率を34％として算出しています
□ 預金、貸出金、有価証券、預け金､その他の金利・期間を有する資産・負債
□ 100ＢＰ
□ 四半期毎(３、６、９、12月末基準)

対 　 　 　 象

算 定 方 法

固定金利貸出の期限前返済
定 期 預 金 の 早 期 解 約
金 利 感 応 資 産 負 債
金 利 シ ョ ッ ク 幅
リ ス ク 計 測 の 頻 度

満 期

コ
ア
預
金
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自己資本の充実の状況

平成30年度項　　目 令和元年度

●定量的な開示事項について
〔１〕自己資本の構成に関する開示事項

（単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目　（１）  
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額 
うち、利益剰余金の額 
うち、外部流出予定額（△） 
うち、上記以外に該当するものの額 

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 
うち、適格引当金コア資本算入額 

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含
まれる額  
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額
のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　(イ)
コア資本に係る調整項目　(２)  
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額  
うち、のれんに係るものの額 
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額  
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算
入される額  
前払年金費用の額  
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額  
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額  
特定項目に係る10％基準超過額  
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関
連するものの額 
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関
連するものの額 
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するも
のの額 

特定項目に係る15％基準超過額  
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関
連するものの額 
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関
連するものの額 
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するも
のの額 

コア資本に係る調整項目の額　　　　　　　　　　(ロ)
自己資本  
自己資本の額 ((イ)－(ロ））　　　　　　　　　　　 （ハ）
リスク・アセット等　(３)  
信用リスク・アセットの額の合計額 
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 
信用リスク・アセット調整額  
オペレーショナル・リスク相当額調整額  
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　　　　　 (ニ)
自己資本比率  
自己資本比率 ((ハ)／(ニ))

12,719
3,668
9,095
4４
－

１９９
１９９
－

－

－

９１

13,0１０

７８

－
７８
－
－
－

－

－
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－

－

－

７８

12,９３２

140,803
405
－

405
6,864

－
－

147,667

8.７5%

13,066
3,599
9,510
43
－

247
247
－

－

－

72

13,387

83

－
83
－
－
－

－

1
－
－
－
－
－

－

－

－

－

－

－

－

85

13,302

141,522
405
－

405
6,754

－
－

148,276

8.97%

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信
用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成
18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。



40NOZOMI SHINKUMI BANK

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％ ÷８％直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数　　　　

〔２〕自己資本の充実度に関する事項

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとの
　エクスポージャー

②証券化エクスポージャー
③リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエク
　スポージャー

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入され
　るものの額
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
　クスポージャーに係る経過措置によりリスク・ア
　セットの額に算入されなかったものの額
⑥CVAリスク相当額を8％で除して得た額
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

（ⅰ）ソブリン向け
（ⅱ）金融機関向け
（ⅲ）法人等向け
（ⅳ）中小企業等・個人向け
（ⅴ）抵当権付住宅ローン
（ⅵ）不動産取得等事業向け
（ⅶ）三月以上延滞等
（ⅷ）出資等
　　 出資等のエクスポージャー
　　 重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ）他の金融機関等の対象資本等調達手段

のうち対象普通出資等及びその他外部
TLAC関連調達手段に該当するもの以
外のものに係るエクスポージャー

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等で
あってコア資本に係る調整項目の額に算入
されなかった部分に係るエクスポージャー

（ⅹⅰ）その他

ロ．オペレーショナル・リスク
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

リスク・アセット
141,522

141,116

1,445
18,464
18,766
9,095
2,364
84,892
658
117
117
－

－

1,547

3,764
－

－

－
－
－
－
－

４０５

－

－
－

6,754
148,276

5,660

5,644

57
738
750
363
94

3,395
26
4
4
－

－

61

150
－

－

－
－
－
－
－

１６

－

－
－

270
5,931

所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
令和元年度

140,803

140,398

1,575
17,411
17,034
11,156
2,594
84,224
1,088
117
117
－

－

1,605

3,５８９
－

－

－
－
－
－
－

４０５

－

－
－

6,864
147,667

5,632

5,615

63
696
681
446
103
3,368
43
4
4
－

－

64

143
－

－

－
－
－
－
－

１６

－

－
－

274
5,906

平成３０年度

（単位：百万円）

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　　2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方
　道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、
　欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

　　4．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向
　け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

　　5．「その他」とは、（ⅰ）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には有形固定資産、無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
　　6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

　　7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（２５０％）
蓋然性方式（４００％）
フォールバック方式（１２５０％）
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自己資本の充実の状況

令和元年度平成３０年度令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度令和元年度平成３０年度

〔３〕信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高＜地域別・業種別・残存期間別＞

(注)１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相
当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのこと
です。

　　３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが、困難なエクスポージャーです。具体
的には現金、出資金、有形固定資産、無形固定資産等の資産が含まれます。

　　4．CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

国 内
国 外
地 域 別 合 計
製 造 業
農 業 ､ 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気､ガス､熱供給､水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業、 郵 便 業
卸 売 業、 小 売 業
金 融 業、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育、学 習 支 援 業
医 療 ､ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
そ の 他
業 種 別 合 計
１年以下
１年超　３年以下
３年超　５年以下
５年超　７年以下
７年超　10年以下
10年超
期間の定めのないもの
そ の 他
残 存 期 間 別 合 計

244,082
－

244,082
9,854

－
－
－

11,470
763
356
1,317
4,623
88,948
92,784
799
915
－

1,010
1,644

3
447
4,125
159
2,201
15,284
7,371

244,082
87,448
37,040
12,106
12,198
6,782
71,849
9,037
7,618

244,082

245,049
－

245,049
8,196

－
－
－

9,910
1,672
519
1,446
4,102
94,110
93,263
1,817
752
－

818
1,495

2
420
4,010
154
499

14,217
7,637

245,049
79,194
41,872
15,271
11,546
8,123
72,723
8,506
7,809

245,049

148,196
－

148,196
9,552

－
－
－

11,459
163
349
1,317
4,620
3,787
92,681
698
915
－

1,008
1,643

3
446
4,123
159
－

15,264
－

148,196
32,530
13,740
9,108
12,198
6,782
71,849
1,987

－
148,196

4,２９９
－

4,２９９
300
－
－
－
－

600
－
　－
－

1,100
－

100
－
－
－
－
　－
　－
　－
－

2,199
－
－

4,299
1,700
600
1,998

－
－
－
－
－

4,299

4,8９９
－

4,8９９
400
－
－
－

200
1,500
200
　200

－
1,400

－
500
－
－
－
－
　－
　－
　－
－

499
－
－

4,899
600
999
1,500
500
1,300

－
－
－

4,899

143,291
－

143,291
7,792

－
－
－

9,700
171
313
1,246
4,102
3,583
93,209
1,317
751
－

817
1,495

2
420
4,009
154
－

14,202
－

143,291
31,276
10,673
8,841
11,046
6,823
72,723
1,905

－
143,291

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,034
－

1,034
26
－
－
－

157
－
0
－
24
－

350
－
0
－
0
5
－
－

158
－
－

310
－

1,034

1,380
－

1,380
37
－
－
－

165
－
4
－
16
－

675
－
－
－
13
6
－
－

102
－
－

358
－

1,380

貸出金､コミットメント及び
その他のデリバティブ
以外のオフ･バランス取引

債　　券 デリバティブ取引
三 月 以 上 延 滞
エクスポージャー

信用リスクエクスポージャー期末残高エクスポージャー
　　　　　　区分地域区分

業種区分
期間区分

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合　　　　　　　計

平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度
平成３０年度
令和元年度

254
199
667
989
922
1,188

－
－

522
－

522
ー

199
247
989
1,268
1,188
1,516

254
199
1,190
989
1,445
1,188

199
247
989
1,268
1,188
1,516

当期減少額
目的使用 その他 期末残高

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

期首残高 当期増加額

（単位：百万円）
ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

製 造 業
農 業 ､ 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気､ガス､熱供給､水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業、 郵 便 業
卸 売 業、 小 売 業
金 融 業、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 ､ 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
合 計

1
－
－
－

265
－
－
2
34
－

229
－
69
－
7

119
－
－
56
－
－

203
989

令和元年度
期首残高

7
－
－
－

200
－
－
0
32
－

613
－
62
－
－
99
－
－
55
－
－

197
1,268

当期増加額 当期減少額 期末残高 貸出金償却

1
－
－
－

265
－
－
2
34
－

229
－
69
－
7

119
－
－
56
－
－

203
989

7
－
－
－

200
－
－
0
32
－

613
－
62
－
－
99
－
－
55
－
－

197
1,268

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2
－
－
－

273
－
－
0
52
－

364
－
75
－
11
113
－
－
56
－
－

239
1,190

平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度
1
－
－
－

265
－
－
2
34
－

229
－
69
－
7

119
－
－
56
－
－

203
989

2
－
－
－

273
－
－
0
52
－

364
－
75
－
11
113
－
－
56
－
－

239
1,190

1
－
－
－

265
－
－
2
34
－

229
－
69
－
7

119
－
－
56
－
－

203
989

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

個別貸倒引当金

（注）１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。



43 NOZOMI SHINKUMI BANK

自己資本の充実の状況

〔４〕信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

信用リスク削減手法が適用された
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 1251,849 －

令和元年度
適格金融資産担保 保　　証

1582,015 －

平成30年度 令和元年度平成３０年度 令和元年度平成３０年度
クレジット・デリバティブ信用リスク削減手法

ポートフォリオ

(注)１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　２．上記「保証」には、告示(平成18年金融庁告示第22号)第45条(信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクス

ポージャー)、第46条(株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー)を含みません。
　　

（単位：百万円）

〔５〕派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　　　
該当ございません。

〔６〕証券化エクスポージャーに関する事項

　　　
該当ございません。

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

(注）１．格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャー

は含まれておりません。　　

（単位：百万円）

  0％
 10％
 20％
 35％
 50％
 75％
100％
150％
250％
1250%　
その他
合　　計

－
－
－
－

2,901
－

200
－
－
－
－

3,101

4,523
14,544
92,342
6,827
618

12,959
109,634

188
308
－
－

241,947

格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し
令和元年度

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

7,352
15,843
87,088
7,491
1,619
15,875
108,098

370
343
－
－

244,082

平成３０年度
エクスポージャーの額告示で定める

リスク・ウェイト区分
（％）
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平成３０年度
評　価　損　益 △ 1 △ 29

令和元年度
（単位：百万円）

(注)「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で確認されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

１
２
３
４
５
６
７

８

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値
  
自己資本の額

0
4

4

0
0

302

302

12,932 13,302

0
0
60

60

〔７〕出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価

（単位：百万円）

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合 　 　 　 計

5
1,521
1,526

5
1,521
1,526

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
令和元年度

7
1,521
1,528

7
1,521
1,528

平成３０年度
区　　分

(注)非上場株式等の時価については、取得価格（帳簿価格）を記載しています。

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

　　　　
該当ございません。

ハ．貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で確認されない評価損益の額

二．貸借対照表及び損益計算書で確認されない評価損益の額

　　　　
該当ございません。

〔８〕リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

　　　
該当ございません。

〔９〕金利リスクに関する事項

(注)１．金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
　　２．「金利リスクに関する事項」については、平成３１年金融庁告示第３号（平成３１年２月１８日）による改正を受け、令和２年３月末から⊿NIIを開示する

こととなりました。このため、開示初年度につき、当期末分のみを開示しております。

※⊿ＥＶＥ：金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測される数値。
※⊿ＮＩＩ：金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から１２ヵ月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測される数値。

⊿EVE
項　番

令和元年度平成３０年度
ＩＲＲＢＢ1 : 金利リスク

⊿NII⊿EVE ⊿NII

平成３０年度 令和元年度



45 NOZOMI SHINKUMI BANK

手数料一覧
令和2年6月30日現在

一般料金 組合員料金

会社設立手数料　　　
きつに件１　時立設起発* 660円 電信振込 5万円未満 660円 550円
）件１で通2（料数手行発書明証入受金込払　　 880円 660円

 *募集設立時　 払込金総額　5千万円以上 払込総額の 2.20/1000 5万円未満 330円 220円
　　株式払込保管金取扱手数料 　　　〃　　5千万円未満 3.30/1000 5万円以上 550円 440円

(但し、手数料に下限を設定する） 6,600円
額年式出引）大（種一第料数手用使函護保 13,200円 電信振込 5万円未満 330円 無　料
）額月（）額月は合場の満未年1（ 1,100円 5万円以上 550円 無　料
額年式納収）小（種二第 6,600円 5万円未満 110円 無　料

（月額） 550円 5万円以上 220円 無　料
額年種一第料数手用使庫金貸 33,000円
）額月（）額月は合場の満未年1（ 2,750円 電信振込 5万円未満 220円 無　料
額年種二第 23,100円 5万円以上 440円 無　料

（月額） 1,925円 5万円未満 無　料 無　料
額年種三第 16,500円 5万円以上 無　料 無　料

（月額） 1,375円
額年種四第 13,200円 至急扱い 1通につき

（月額） 1,100円 普通扱い 1通につき
額年種一第料数手用使庫金貸動自 33,000円
）額月（）額月は合場の満未年1（ 2,750円
額年種二第 19,800円

（月額） 1,650円
額年種三第 13,200円

（月額） 1,100円
振替決済口座管理手数料 （国債等）

当所分 1通につき

他金融機関カード利用手数料 平　日　　　　  8時45分から18時迄 1件につき 110円
（提携金融機関により異なる場合　　　　　　　　18時から19時迄　 〃 220円

1通につき 220円 無　料

土曜日　　　　  9時から14時迄 〃　があります） 110円

自店宛のもの

　　　　　　　14時から17時迄　 〃 220円

1通につき 220円 無　料

日曜・祝日　　  9時から17時迄 〃
　　　   (取扱店舗　枚方･萩原天神･矢田支店)

220円

送金・振込組戻料 1件につき1,100円

冊１手切小般一料数手付交紙用手切小・形手 1,100円

取立手形不渡返却料 1通につき1,100円

　　　　　　　　　　 一般小切手(署名判印刷付） １冊 1,210円

取立手形店頭呈示料 1通につき 660円

枚1手切小宛己自 880円
冊1形手替為・束約 770円

約束・為替手形(署名判印刷付） 1冊 880円

不渡手形返却料 1通につき 1,100円

枚1用入借関機融金 220円

依頼返却組戻料 1通につき 1,100円

種　　　類

ＡＴＭに
よる振込
＜当組合他店宛のもの＞

＜自店宛のもの＞

その他の手数料

ＡＴＭに
よる振込

ＡＴＭに
よる振込

但し、660円（消費税込み）を超える実費を
要する場合は、その実費を申し受けます。

手数料額

＜他行宛のもの＞

振込手数料

額料数手類　　　　　種

無　料

440円
代金取立手数料

1,100円

＜他行宛のもの＞
1,100円

当組合他店宛のもの

時録登料数手録登刷印判名署 5,500円

その他手数料 実費（消費税込み）

座口1設開座口料数手扱取座当用専形手 6,600円
枚１紙用形手）形手専ルマ（　　 880円

契約・基本手数料 無　料 無　料

きつに件1料数手行発再書証・帳通 1,100円

照会手数料 無　料 無　料

口座振替委託業務手数料 家賃・ガレージ等振込手数料（借主負担）　　1件当り

家賃・ガレージ代通帳交付手数料

110円

振替手数料 無　料 無　料

家賃・ガレージ代通帳（家主負担）　　　　１冊
家賃・ガレージ等振込口座振替契約（家主負担）　　1件当り 110円

振込手数料

カード発行手数料 キャッシュカード再発行 １枚 1,100円
1,100円

＜他行宛のもの＞

枚１行発再ドーカンーロ 1,100円

5万円未満 330円 220円
550円 440円

＜当組合他店宛のもの＞

きつに件1）満未円万000,5（額金定設料数手扱取保担産動不

110円 無　料

(住宅ローン･宅建プロジェクト・
賃貸収益物件を除きます）

きつに件1）上以円万000,5（額金定設

220円 無　料

きつに件1合場の額増額度極権当抵根

契約・基本手数料 無　料 無　料

振替手数料 無　料 無　料

費実＋料数手記上合場るす定鑑途別　＊

3,300円 2,200円

きつに件1）りたあ画区1（とご件物1料数手務事消抹保担産動不
（不動産業者の販売用不動産に限ります）

＜他行宛のもの＞

きつに件1ンーロ宅住料数手扱取ンーロ宅住

330円 220円
550円 440円

きつに件1更変件条料数手更変件条付貸書証

＜当組合他店宛のもの＞

きつに件1済返部一）すまき除は証保会協証保（

110円 無　料

きつに件1満未円万000,5料数手済返額全付貸書証

220円 無　料

（保証協会保証は除きます） 5,000万円以上～1億円未満 1件につき
きつに件1上以円億1

法人
インターネット･

バンキング
ご利用手数料

33,000円

66,000円

33,000円
55,000円

11,000円

（異議申立事務手数料等）

個人
インターネット･
モバイル
バンキング
ご利用手数料

6,600円

111,000円

33,000円
6,600円

55,000円

上以円万5

満未円万5
上以円万5

料数手本基額月
料無料無料数手会照

料数手込振

満未円万5
上以円万5

満未円万5
上以円万5

上以円万5

きつに件1更変件条＞更変件条ンーロ宅住＜
きつに件1済返額全

全額返済（実行後10年超）
きつに件1済返部一

一部返済（１年間２回までの返済）
きつに件1ンーロ宅住料数手択選再利金定固

各種保険質権設定手数料 ＊　確定日付料700円を含む 1件につき
残高証明書発行手数料 各残高証明（預金・融資・出資） 1通

座口１行発細明歴履種各料数手行発他のそ
通1行発再券証資出
通1行発書明証他のそ
通1店来料数手求請示開報情
通1送郵

（窓口扱い）紙幣 硬貨枚数

550円

660円

550円

11,000円

無　料
6,600円

11,000円

1,650円

6,600円

無　料

1,360円

550円

1,100円

両替手数料 ・ １～50枚
51～500枚
501～1,000枚
超500枚ごと

440円
220円

220円

110円

※手数料には消費税（10％）が含まれています。
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